
データヘルス計画（第2期）
年次報告書

[ 令和2年度 ]

最終更新日：令和 3 年 06 月 30 日
愛鉄連健康保険組合



STEP１-１ 基本情報
組合コード 57555
組合名称 愛鉄連健康保険組合
形態 総合
業種 機械器具製造業

平成30年度 令和元年度 令和2年度
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

32,500名
男性80%

（平均年齢41.2歳）*
女性20%

（平均年齢39.6歳）*

36,262名
男性78%

（平均年齢41.26歳）*
女性22%

（平均年齢38.9歳）*

37,337名
男性77%

（平均年齢41.2歳）*
女性23%

（平均年齢38.8歳）*
特例退職被保険
者数

0名 0名 0名

加入者数 56,247名 64,160名 65,480名
適用事業所数 552ヵ所 564ヵ所 571ヵ所
対象となる拠点
数

552ヵ所 564ヵ所 571ヵ所

保険料率
*調整を含む

97.00‰ 96.00‰ 95.8‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
平成30年度 令和元年度 令和2年度
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 1 0 1 0 1
保健師等 2 0 3 0 4 0

事業主 産業医 0 0 0 0 0 0
保健師等 2 0 3 0 3 0

第2期における基礎数値
（平成28年度の実績値）

特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 - ∕ - ＝ - ％
被保険者 - ∕ - ＝ - ％
被扶養者 - ∕ - ＝ - ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 - ∕ - ＝ - ％
被保険者 - ∕ - ＝ - ％
被扶養者 - ∕ - ＝ - ％

平成30年度 令和元年度 令和2年度
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 21,374 658 17,779 490 20,053 537
特定保健指導事業費 31,592 972 34,051 939 40,092 1,074
保健指導宣伝費 72,429 2,229 84,467 2,329 90,735 2,430
疾病予防費 473,624 14,573 542,789 14,969 601,256 16,103
体育奨励費 400 12 400 11 400 11
直営保養所費 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0
　
小計　…a 599,419 18,444 679,486 18,738 752,536 20,155
経常支出合計　…b 14,811,769 455,747 15,791,785 435,491 17,725,914 474,755
a/b×100 （%） 4.05 4.30 4.25
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平成30年度 令和元年度

令和2年度

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

0.4 0.2 0 0.2 0.4
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

40 20 0 20 40
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)

(歳)

(百人)

70-74
65-69
60-64
55-59
50-54
45-49
40-44
35-39
30-34
25-29
20-24
15-19
10-14

5-9
0-4

40 20 0 20 40
男性(被保険者) 男性(被扶養者) 女性(被保険者) 女性(被扶養者)
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男性（被保険者）
平成30年度 令和元年度 令和2年度
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人
10〜14 0人 15〜19 4人 10〜14 0人 15〜19 444人 10〜14 0人 15〜19 378人
20〜24 25人 25〜29 30人 20〜24 2,636

人 25〜29 3,490
人 20〜24 2,465

人 25〜29 3,498
人

30〜34 30人 35〜39 30人 30〜34 3,328
人 35〜39 3,259

人 30〜34 3,291
人 35〜39 3,360

人
40〜44 34人 45〜49 33人 40〜44 3,403

人 45〜49 3,631
人 40〜44 3,408

人 45〜49 3,762
人

50〜54 25人 55〜59 20人 50〜54 2,879
人 55〜59 2,317

人 50〜54 3,088
人 55〜59 2,457

人
60〜64 15人 65〜69 8人 60〜64 1,704

人 65〜69 865人 60〜64 1,816
人 65〜69 906人

70〜74 3人 70〜74 414人 70〜74 441人

女性（被保険者）
平成30年度 令和元年度 令和2年度
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人
10〜14 0人 15〜19 2人 10〜14 0人 15〜19 253人 10〜14 0人 15〜19 178人
20〜24 9人 25〜29 9人 20〜24 1,167

人 25〜29 1,153
人 20〜24 1,273

人 25〜29 1,255
人

30〜34 7人 35〜39 6人 30〜34 870人 35〜39 696人 30〜34 950人 35〜39 756人
40〜44 7人 45〜49 8人 40〜44 840人 45〜49 956人 40〜44 878人 45〜49 1,020

人
50〜54 6人 55〜59 5人 50〜54 754人 55〜59 594人 50〜54 851人 55〜59 641人
60〜64 3人 65〜69 2人 60〜64 338人 65〜69 170人 60〜64 376人 65〜69 173人
70〜74 1人 70〜74 101人 70〜74 111人

男性（被扶養者）
平成30年度 令和元年度 令和2年度
0〜4 18人 5〜9 19人 0〜4 1,871

人 5〜9 1,991
人 0〜4 1,797

人 5〜9 2,041
人

10〜14 19人 15〜19 17人 10〜14 2,041
人 15〜19 1,898

人 10〜14 2,128
人 15〜19 1,944

人
20〜24 8人 25〜29 2人 20〜24 822人 25〜29 125人 20〜24 857人 25〜29 107人
30〜34 1人 35〜39 0人 30〜34 73人 35〜39 40人 30〜34 64人 35〜39 43人
40〜44 0人 45〜49 0人 40〜44 23人 45〜49 20人 40〜44 21人 45〜49 20人
50〜54 0人 55〜59 0人 50〜54 15人 55〜59 13人 50〜54 23人 55〜59 15人
60〜64 0人 65〜69 0人 60〜64 39人 65〜69 33人 60〜64 39人 65〜69 29人
70〜74 1人 70〜74 58人 70〜74 56人

女性（被扶養者）
平成30年度 令和元年度 令和2年度
0〜4 18人 5〜9 19人 0〜4 1,789

人 5〜9 2,003
人 0〜4 1,807

人 5〜9 1,988
人

10〜14 18人 15〜19 17人 10〜14 1,989
人 15〜19 1,811

人 10〜14 2,028
人 15〜19 1,913

人
20〜24 9人 25〜29 7人 20〜24 913人 25〜29 669人 20〜24 935人 25〜29 618人
30〜34 12人 35〜39 13人 30〜34 1,053

人 35〜39 1,337
人 30〜34 994人 35〜39 1,322

人
40〜44 16人 45〜49 14人 40〜44 1,571

人 45〜49 1,564
人 40〜44 1,522

人 45〜49 1,595
人

50〜54 11人 55〜59 10人 50〜54 1,238
人 55〜59 1,086

人 50〜54 1,273
人 55〜59 1,097

人
60〜64 7人 65〜69 6人 60〜64 834人 65〜69 571人 60〜64 895人 65〜69 556人
70〜74 3人 70〜74 406人 70〜74 420人

基本情報から見える特徴
当組合の特性としては、加入事業所数が多いため、各事業所との関係が単一型と比較すると薄くなる傾向にあり、事業主と協働（コラボヘルス）しづらいことや
事業所別の健康状況や医療状況、優良事業所等（優先順位付け）の把握がしづらいことがあげられます。
また、現在の加入員年齢構成の場合、このままでは将来医療費の増加は避けられないと思われます。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
・各保健事業については、毎年１０月に保健事業に関するアンケートを通じ、評価を受けている。平成22年度に、大幅に事業見直しを行い、健診や保健指導等の疾病予防に特化した事業展開を行う方針を固めた。
・各事業は、データ分析を根拠に展開しているが、より適正な事業評価を行っていく必要がある→ＰＤＣＡの徹底。
・加入事業所に対する、見える化、情報発信力も当組合は弱い部分と考えている。
・事業主で行っている取組については、漠然と把握しているだけに留まっており、事業名や目的、概要等の詳細把握はしていません。データヘルス計画では、事業所訪問を通じきちんと把握していくこととしています。

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　コラボヘルス推進事業
　保健指導宣伝 　「健康白書」の配付
　保健指導宣伝 　健康宣言事業
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　個人向け健康情報ポータルサイト「Pep Up」
　保健指導宣伝 　健康課題に関するポスター配付
　保健指導宣伝 　医療費のお知らせ
　保健指導宣伝 　ジェネリック通知
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診(被保険者)
　特定健康診査事業 　特定健診(被扶養者)
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　愛健康サポート事業[Step4]受診勧奨
　保健指導宣伝 　前期高齢者健康支援
　保健指導宣伝 　家族で取り組むかぜ・むし歯予防キャンペーン
　保健指導宣伝 　禁煙お助け事業
　保健指導宣伝 　健康ウォーク
　保健指導宣伝 　新入社員向け社会保険概要説明
　保健指導宣伝 　愛けんぽファミリー健康相談
　保健指導宣伝 　ａｉヘルスアップポイント事業
　保健指導宣伝 　健康づくりセミナー
　保健指導宣伝 　特定健診データの保険者間の連携
　保健指導宣伝 　糖尿病性腎症等の重症化予防
　保健指導宣伝 　服薬指導を中心とした健康支援（薬局保健指導）
　疾病予防 　愛健康サポート事業[Step1]巡回事業所健診
　疾病予防 　愛健康サポート事業[Step2]健康支援
　疾病予防 　人間ドック、脳健診及びがん健診
　疾病予防 　共同巡回健診
　疾病予防 　疾病予防薬の無償配付
　疾病予防 　歯科健診
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　体育奨励 　球技大会の開催
　体育奨励 　各種施設の利用補助
事業主の取組
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備
保
健
指
導
宣
伝

1,5,6,
7

コラボヘルス
推進事業

事業所における健康機運の醸成、従業員の健康に対する事
業主の関心度向上、被保険者個人の自身の健康への意識啓
発等。事業所の「健康白書」配付、個人向けの「ヘルス・
ポジション」配付、事業所で健康づくりに取り組む際のア
ドバイスや支援を組合役職員と保健師が行う。重症化予防
のための受診勧奨を事業所と共同して取り組む。

被保険者 全て 男女
16
〜
74

全員 7,020 年間を通して随時実施。
事業主の理解、担当者の熱意ある事業
所では、従業員の関心も高まってきて
おり、実績として事例が増えている。

中小規模事業所では、担当者が忙しく
やりたくてもやれない状況にある。健
康づくり活動も事業所によって温度差
がある。従業員まで浸透するには時間
が必要。

2

1 「健康白書」
の配付

【目的】事業所における健康意識の向上と健康づくり活動
を推進する。
【概要】各事業所において、従業員（被保険者）に対する
健康機運を醸成させるための健康づくり活動が必要である
。事業所目線で作成した資料（事業所別の収支状況や健康
課題）を作成し、事業所訪問を行う。また、経営者は同規
模事業所の他社に関心を示すことから、組合の健康課題で
ある「血圧」・「禁煙」・「メタボ」の他、血液検査項目
のランキングを作成し、同規模事業所内での自社の位置を
知ってもらう。

被保険者 全て 男女
16
〜
74

全員 0 毎年9月に全事業所に発送。
同規模事業所内での「血圧」・「禁煙
」・「メタボ」の他、血液検査項目の
ランキングや事業所における収支状況
等が掲載されているため、事業主・担
当者に興味を持ってもらえる。

健康づくり活動への温度差があり、関
心がない事業所がある。 5

1,5 健康宣言事業
事業所における健康宣言のサポートとして、健康宣言の取
り組み事項について、取り組みの提案や支援を行い、健康
宣言を提出してもらうための後押しを実施。健康宣言を提
出した事業所に対しては、「健康経営優良法人」への申請
も支援している。

被保険者 全て 男女

-
〜（

上
限
な
し）

全員 296
【令和元年度】
健康宣言事業所：78社
健康経営優良法人2020認定：50社

国策として、健康経営の推進を図って
いるので、事業所も興味を持ってくれ
ている。また、健保組合としても保健
事業が健康宣言の取り組み項目とマッ
チするので、推進しやすい。

事業所規模が小さいところは健康経営
まで手が回らない現状がある。また、
比較的規模が大きい事業所でも、健康
経営に対して温度差があり、事業所訪
問やセミナーの実施など地道な広報が
必要であると思われる。

1

加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2,5,8
個人向け健康
情報ポータル
サイト「Pep U
p」

被保険者・被扶養配偶者を対象に、ICTを活用した事業を実
施。自身の健診結果の閲覧や、結果に応じた健康情報の配
信、随時イベントを開催し、健康への意識変容、行動変容
を促す。イベント参加や、健診結果、健診結果に基づく健
康年齢の改善によってポイントを付与し、個人へのインセ
ンティブも同時に行う。

被保険者
被扶養者 全て 男女

15
〜
74

全員,基
準該当

者
10,216 平成30年度より、サービス提供開始。 - - -

5
健康課題に関
するポスター
配付

【目的】個人の意識変容・行動変容につながるよう、ポス
ターを事業所内に掲示し、繰り返し目にすることで啓発を
図る。
【概要】組合の健康課題（血圧・喫煙・メタボ）に関する
ポスターを配付。（配付は5年ごと）事業所に掲示してもら
い、度々目にすることで自身の健康について意識・関心を
高める。

被保険者 全て 男女
16
〜
74

全員 - 【令和元年度】
実施しない。

組合の健康課題（血圧・喫煙・メタボ
）に関するポスターをシールにして作
成しているため、壁や食堂のテーブル
に掲示できる。

関心が低い事業所には掲示してもらえ
ていない。 2

5 医療費のお知
らせ

【目的】医療機関等からの医療費請求の確認【概要】毎年6
月および12月に過去6か月間の医療費状況（全数通知）を
医療費のお知らせとして、事業所経由で配付する。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 540 【令和元年度】〜通知数〜令和元年6月
：36,566件、令和元年12月：36,581件

事業所担当者の協力により、被保険者
へ配付する。

事業所担当者の事務負担となる。　医
療費のお知らせを家庭に持ち込んでい
るかや実際に内容を確認しているのか
が不明。

5

5 ジェネリック
通知

【目的】ジェネリック医薬品への切り替えによって、患者
の自己負担額を減らす→将来薬剤費の抑制【概要】医療費
のお知らせと同時実施で切り替えによる自己負担減が1か月
あたり500円以上の方を対象とする。通知とともにジェネ
リック利用促進シールも送付。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 1,305

【令和元年度】〜通知数〜ジェネリッ
ク通知対象年月：令和元年6月分は2,20
2件、令和2年12月分は1,753件（通知対
象金額500円以上）
令和元年6月送付分における削減金額：
13,195,901円

事業所担当者の協力により、被保険者
へ配付する。

ジェネリック医薬品の在庫が確保され
ているかや医師のジェネリック医薬品
に対する理解不足。定期的な広報も必
要であるが、ジェネリック医薬品の普
及は、医師、薬剤師が大きなカギとな
るので、制度的な対策が必要であると
思われる。

5

個別の事業

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診(被保
険者)

【目的】特定健診の受診率向上
【概要】愛健康サポート事業の[Step1]巡回事業所健診や人
間ドック等で同時実施

被保険者 全て 男女
40
〜
74

全員 105
【令和元年度】
受診者数：16,186人/17,593人
受診率：92.0%

愛健康サポート事業の[STEP1]巡回事業
所健診では、愛知県内を10以上の地区
に分け、地区ごとで健診機関と契約を
行っている。⇒1地区1健診機関制
　この仕組みのおかげで、健診データ
は愛鉄連の統一フォーマット様式で全
健診機関から提出される。

規模が10人未満の事業所では、毎年健
診を受診する風土がない。個人で受診
していても結果の報告がない。（制度
の周知不足が考えられる）

4

3 特定健診(被扶
養者)

【目的】特定健診の受診率向上
【概要】女性配偶者を対象とした共同巡回健診や人間ドッ
ク等で同時実施。また、加入事業所と連携して、家族の受
診率を向上させるべく「家族健診の協働事業」を実施して
いる。

被扶養者 全て 男女
40
〜
74 全員 19,656

【令和元年度】
受診者数：2,062人受診/6,739人
受診率：30.6%

被扶養者の特定健診受診者のほとんど
は、共同巡回健診を受診しており、共
同巡回健診は事業として有益である。
通常実施する夏・秋以降に、受診督促
を兼ねて冬季にも健診費用を下げて実
施したところ約３％実施率向上につな
がった。

共同巡回健診の受診率を伸ばすことが
、特定健診受診率向上につながる。健
診の重要性の理解不足。女性配偶者の
健診に対するコスト問題。隔年受診。
受診機会の拡大、利便性向上。

2

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導

【目的】特定保健指導の利用率向上
【概要】・愛健康サポート事業の[Step2]保健指導で実施し
ている。[Step1]巡回事業所健診を受けた後、健診機関から
対象者名簿を事業所に渡して、実施する。
・共同巡回健診や人間ドックについては健診と保健指導セ
ットで、実施する。

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 31,591

【平成30年度】
[動機付け支援]
利用者数：594人/1,384人
利用率：42.9%
[積極的支援]
利用者数：936人/2,181人
利用率：42.9%

愛健康サポート事業の[Step2]保健指導
の枠組みで実施している。健診機関は
愛鉄連との契約で、特定保健指導を必
ず実施しなければならないことになっ
ている。利用しない事業所があれば、
健診機関から愛鉄連へ連絡が入ること
になっており、その場合は健保から事
業所へ訪問や電話を通じて協力要請を
行っている。
また、実施率が低い事業所に役職員が
訪問し、制度や特定保健指導の意義を
説明している。

製造業のため、ライン作業が多く、職
場離脱が問題となっている。人間ドッ
ク等で同日実施できない健診機関も多
い。一部の事業所において、制度に対
する認識不足がある。

3

保
健
指
導
宣
伝

5 機関誌発行

【目的】保健事業や健康情報周知【概要】「けんぽだより
」は事業所担当者向け、年4回発行で、業者に委託して制作
。ホームページにもPDFで公開している。「愛・けんぽ」
は全被保険者向け、手のひらサイズに折りたたんであり、
年2回（春・秋）発行している。春は保健事業案内、秋はイ
ンフルエンザの補助金案内等。

- 全て -
-

〜
-

- 7,462 けんぽだより：全事業所（年4回季刊）
愛・けんぽ：全被保険者（年2回春秋）

「けんぽだより」は、法改正や事務の
手続き等タイムリーに情報提供をして
いる。また、事業所における健康づく
りを取材し、他社の参考となっている
。「愛・けんぽ」は、被保険者に保健
事業や健保の考え方、財政状況を伝え
ている。事業所担当者から、被保険者
に配付をしてもらっている。

「けんぽだより」は、業者に委託して
制作。カラーで見やすくなっているが
、文字が多いため、読んでもらえるた
めの工夫が必要である。「愛・けんぽ
」が、会社のゴミ箱に捨てられている
ケースがある。文字数の削減やデザイ
ンなど読ませる工夫がさらに必要。

4

4,6
愛健康サポー
ト事業[Step4]
受診勧奨

【目的】健診後の医療機関受診勧奨成功率の向上【概要】
愛健康サポート事業の[Step1]巡回事業所健診後に当組合基
準に該当している人で、医療機関を受診されない方に対し
て、通知、電話、面談により受診勧奨を行う。医療機関に
受診しているかどうかの有無は、職員がレセプトを目視に
より確認している。また、平成25年度からは事業所参加型
の仕組み（コラボヘルス・ワン）を導入した。参加事業所
は、当組合から対象者の医療機関受診有無の情報提供を受
けることができ、事業所の健康管理に活用できる。[通知]
　健診から6か月後と11か月後に通知を行う[特別健康支援Ⅰ
およびⅡ]　2年連続で医療機関への受診がない場合は、保健
師による電話受診勧奨を行う[特別健康支援Ⅲ]　当組合の特
別健康支援Ⅲの基準に該当している人に対して、保健師に
よる面談を行う

被保険者 全て 男女
16
〜
74

基準該
当者 7,092

【平成30年度健診分】健診受診者数：3
4,944人　基準該当者数：9,625人(27.5
%) 通知者数：4,370人(12.5%) 通知によ
る受診者数：868人受診勧奨成功率：
20.6%

それぞれの契約健診機関から組合指定
のフォーマットを受領するので、対象
者の抽出がスムーズに実施できる。当
組合で対象者抽出から、レセプト確認
を行うシステムを内製している。レセ
プト確認は、従来から目視により職員
が確認し、受診有無を判断するノウハ
ウも蓄積されているため、純粋な未受
診者に対して、勧奨を行えている。ま
た、受診勧奨通知を外部委託すること
により、視覚的に見やすくし、自身の
危険度をより理解してもらう。　コラ
ボヘルス・ワンに参加している事業所
は、対象者の受診状況を確認すること
ができる。役職員の事業所訪問により
、コラボヘルス・ワンへの参加事業所
が増加している。

基準該当者数の増加により、レセプト
確認する作業時間で業務が圧迫されて
いる。レセプト確認を自動化できる体
制づくりが急務である。外部事業所と
の連携を進める必要がある。　コラボ
ヘルス・ワンの事業所数をさらに増や
していかなければならない。

2

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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5,7,8 前期高齢者健
康支援

【目的】ロコモティブシンドロームを予防し、自立して健
康に暮らせる「健康寿命」の延伸を目指す。キャンペーン
を通して日ごろの健康状態を把握して生活習慣病や認知症
を予防することにより、将来医療費の減少を図り、納付金
の抑制をにつながる。【概要】歩数、体重、血圧、その他
（フリー）に関連して目標を立て、10月の１か月間、目標
の達成状況について、記録をつける。キャンペン期間中、2
0日間取り組み、アンケートに回答した対象者に記念品を進
呈する。また、希望者には、家庭訪問型健康支援を実施す
る。

被保険者
被扶養者 全て 男女

60
〜
74

基準該
当者 1,028

【令和元年度】キャンペーン参加者（
記録用紙提出者）：469人/9,417人　参
加率:5.0%

多くの方に参加してもらえるようキャ
ンペーン対象者の自宅宛てに案内を直
送する。キャンペーン参加者の記念品
については、図書カードとクオカード
を選択できるようにしている。

キャンペーンを開始して、２年目なの
で、参加者が少ない。引き続き事業を
行うことで、キャンペーンに意図を浸
透させる。

1

5,8
家族で取り組
むかぜ・むし
歯予防キャン
ペーン

【目的】乳幼児医療制度の周知および呼吸器系疾患予防の
手洗いうがい・歯みがきの習慣化【概要】未就学児世帯に1
0月〜12月にかけてキャンペーン（エントリー型）展開を
する。エントリーをするには、エントリーハガキをポスト
に投函する。該当世帯に案内リーフレット、カレンダーと
シールを送付。リーフレットには乳幼児医療制度の仕組み
（子供医療費はタダじゃない）やかぜ予防のコツや歯みが
きの方法が載せてある。エントリーをすると、歯ブラシを
プレゼント、最後のアンケートに答えると、つよい子賞を
プレゼント。

被扶養者 全て 男女
0

〜
6

全員 6,274
【令和元年度】案内送付世帯：3,522世
帯　参加世帯数：1,066世帯　参加率：
30.3%

未就学児が大好きなシール貼りを手洗
い・うがい・歯磨きに結び付けること
で習慣づけを図るキャンペーンを展開
。カレンダーやシールにオリジナルキ
ャラクターを取り入れ、毎年デザイン
を変更している。歯ブラシやつよい子
賞などインセンティブの仕組みも取り
入れている。　事業所経由ではなく、
女性配偶者に届けるため個人宅へ発送
している。　エントリーハガキにはバ
ーコードが印字されているため、住所
や氏名などの個人情報を記入する必要
がなく、好きな歯ブラシを選んでポス
トへ投函するするかスマートフォンか
らエントリーできる。

参加者アンケートから満足度の高い事
業であるが、参加世帯率が33〜34%で
安定しており、一般的に健康に関心が
ある人々の割合30%の層が、そのまま
参加世帯になっていると思われる。30
%の壁をどう突破するかが課題である
。
キャンペーンも案内封筒を開封しても
らわないと参加につながらないため、
封筒にも工夫が必要である。

3

5 禁煙お助け事
業

【目的】禁煙をしたい人へのサポート【概要】禁煙パッチ
、ガムなどの禁煙補助剤の購入費用補助やオンライン禁煙
外来、禁煙外来の費用補助を実施。

被保険者
被扶養者 全て 男女

20
〜
74

全員 215 【令和元年度】利用者2人 なし

禁煙成功はきっかけと本人の意思によ
るところが大きいため、ここ数年は利
用者がいないのが現状である。ただ、
事業所における禁煙セミナーの需要は
あるので、セミナーの補完的事業とし
て継続することが必要である。

1

5 健康ウォーク
【目的】ウォーキングの習慣付け【概要】健保連愛知連合
会が主催するウォーキング大会で当組合専用受付ブースを
設置。参加証とお茶とパン、参加記念品などを配付する。
参加をするとaiポイントがたまり、ポイント数に応じてポ
イント記念品をプレゼントする。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 900 【令和元年度】〜参加者〜4月開催：26
3人　10月開催：236人

歩きやすい、景色のよいウォーキング
コースの場合に参加者数が伸びる傾向
にある。aiポイントがたまると、500円
のクオカードもプレゼントする。

すでに、ウォーキング習慣がついてい
る人が参加する傾向にあるので、そう
ではない人をどのように参加させるか
が課題である。当日、晴れていてもキ
ャンセルする人がいるため、パンやお
茶を手配しても無駄になってしまう。
また、健康ウォークの主催者が愛知連
合会であるため、愛知県内のみの開催
となっている。

4

5
新入社員向け
社会保険概要
説明

【目的】新入社員に対する社会保険の仕組みの周知【概要
】毎年4月頃、加入事業所の新入社員に対して社会保険の仕
組みの概要説明と健康講話を実施。当組合の職員が事業所
へ出向き健康保険、年金、介護、労災保険、雇用保険と組
合の保険事業について30分〜1時間30分かけて説明する。
健康保険、年金、介護、労災保険、雇用保険については、
「社会保険の知識」という冊子を使用する。

被保険者 全て -
-

〜
-

全員 864 【令和元年度】訪問事業所数：37社　
新入社員への説明：388人

事業所が新入社員向けの研修を行う際
に、社会保険の説明をする事務職員が
不足しているため、研修プログラムの1
コマとしての需要がある。新入社員１
人でも当組合職員を派遣するため、事
業所にとっては利用しやすい。

4月上旬に新入社員研修を行う事業所が
多いため、概要説明の希望が集中する
ため、事業所の要望に応えられないこ
とがある。

4

6
愛けんぽファ
ミリー健康相
談

【目的】加入員の健康相談に乗る【概要】通話料・相談料
無料・匿名可　24時間年中無休の健康相談。医師や専門ス
タッフが対応。電話とメール

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 3,427 【令和元年度】相談件数：813件（内訳
）電話：812件　メール：1件

通話料・相談料無料・匿名可　24時間
年中無休の健康相談。

事業が周知されていないので、定期的
な広報が必要である。
始めて利用するまでに抵抗感のある人
がいると思われる。毎年、件数は同程
度。

4
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8
ａｉヘルスア
ップポイント
事業

組合の課題である家族健診受診率と個人向け健康情報ポー
タルサイト「pepup」の目標登録率の達成に向けて、事業
所インセンティブ（ａｉヘルスアップポイント事業）を平
成30年度から開始。家族健診は事業所規模ごとに目標受診
率を設定し、それを達成するとポイントを付与する。また
、家族の受診者ごとにポイントを付与する。個人向け健康
情報ポータルサイト「pepup」は、は事業所規模ごとに目
標受診率を設定し、それを達成するとポイントを付与する
。ポイントについては、事務用品や医薬品に交換すること
ができる。

被保険者
被扶養者 全て 男女

-
〜
-

全員 5,400 平成30年度より、サービス提供開始。 - - -

5 健康づくりセ
ミナー

組合の保健師や組合と契約する機関が事業所の希望に応じ
て、健康セミナーを実施。
健康、栄養、禁煙、メンタルヘルスをはじめ、塩分感受性
テストや血糖値測定などの体験型のセミナーも実施してい
る。

被保険者 全て 男女
-

〜
-

全員 540 【令和元年度】
セミナー実施事業所数：11社

健康経営を実践する機運が高まってい
るため、セミナーに関する希望も増え
ている。

事業所ごとで健康づくりに対しての温
度差がある。とくに、当組合では、従
業員50人未満の事業所が多いので、な
かなかセミナーの実施までの希望がな
い。

1

8
特定健診デー
タの保険者間
の連携

加入者が退職した際に、退職した本人もしくは、他の保険
者からの求めがあれば、特定健診・特定保健指導等のデー
タを提供する。もしくは、加入者の前職等で実施した特定
健診・特定保健指導等のデータを受領し、管理する。

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

全員 0 【令和元年度】実績なし - - 1

3,4,5,
6

糖尿病性腎症
等の重症化予
防

脳血管疾患、虚血性心疾患の既往者と糖尿病等の重症化予
防として、生活習慣改善指導プログラムを主治医と連携し
て委託先が実施する。また、糖尿病の重症化予防を目的と
した宿泊型保健指導プログラムも加入員に提供している。

被保険者 全て 男女
16
〜
74

基準該
当者 3,244 【令和元年度】実施者１人 - - -

2,4,5,
6

服薬指導を中
心とした健康
支援（薬局保
健指導）

重複（多剤）投与や頻回受診、重複受診が疑われる加入員
に対し、薬局において薬剤師が保健指導を実施する。支援
期間は、４か月間で、初回は対面による面談（ビデオ通話
も可）とし、以後３か月は、電話による支援となっている
。

被保険者
被扶養者 全て 男女

16
〜
74

基準該
当者 1,000 【令和元年度】実施者4人 - - -

疾
病
予
防

3
愛健康サポー
ト事業[Step1]
巡回事業所健
診

【目的】生活習慣病の予防と早期発見、健診受診率の向上
【概要】全被保険者を対象に、生活習慣病を対象とした健
診を実施し、現在の身体状況を把握し、生活習慣改善に役
立てる。血液検査の種類が充実している他に、オプション
検査項目として、胃のバリウム検査、前立腺(PSA)検査があ
る。ただし、被扶養者の対象年齢は40歳以上。愛知県内を
10以上の地区に分け、地区ごとで健診機関と契約を行って
いる（1地区1健診機関制）。各地区の健診機関は健診の時
期が来たら、担当地区の事業所と調整を行い、健診を実施
する。この健診を受ければ、[Step2]保健指導、[Step3]再
検査、[Step4]受診勧奨の仕組み順番で、事業所は従業員の
健康管理ができるようになっている。

被保険者
被扶養者 全て 男女

16
〜
74

全員 190,726
【令和元年度】受診者数：27,068人（
受診率：83.9%）　巡回胃健診：3,572
人（受診率：14.3%）　前立腺がん健
診：2,987人（受診率：38.5%）再検査
：3,431人

1地区1健診機関制としているため、契
約健診機関は、担当の地区の事業所に
対して、健診を実施するように働きか
ける。10人未満の事業所にも巡回バス
が出向く。健診内容の変更時、契約健
診機関と打ち合わせをするだけである
程度の対応をとることができる。当組
合専用の健診ファイルレイアウトCSVで
全契約健診機関から健診データを入手
できるため、その後の受診勧奨に役立
てる。

規模が10人未満の事業所では、毎年健
診を受診する風土がない可能性あり。(
愛健康サポート事業の周知不足)

4

2,4,6
愛健康サポー
ト事業[Step2]
健康支援

【目的】健診後の事後フォローと保健指導利用率向上【概
要】巡回事業所健診後に有所見者に対して、生活習慣改善
のための保健指導を実施。巡回事業所健診を実施した同一
健診機関が事業所に保健指導を行うように連絡する。対象
者リストに基づき、事業所は保健指導を実施する。

被保険者 全て 男女
16
〜
74

基準該
当者 10,866 【令和元年度】保健指導利用者数：3,0

61人　利用率：15.9%

1地区1健診機関制としているため、契
約健診機関は、担当の地区の事業所に
対して、保健指導を実施するように働
きかける。39歳以下の保健指導として
利用する。

就業時間内に行うため、また製造業で
はライン作業が多いため、職場離脱が
問題となる。5分程度で終わってしまう
ケースも少なくない。

4

2,3
人間ドック、
脳健診及びが
ん健診

【目的】生活習慣病の予防と早期発見と生活習慣病予防健
診、がん健診の受診率向上【概要】個人向け健診として、
加入員がいつでも受診できるようにしている。契約健診機
関は80以上ある。申込みにより、利用券を発行し、自己負
担分を窓口で支払うだけで受診できる。契約健診機関以外
でも補助金対応している。補助金額は、７割または21,000
円まで補助（どちらか低い方）

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

全員 105,044

【令和元年度】人間ドック受診者数：
被保険者4,441人（受診率：17.8%）　
被扶養者：475人（受診率：5.3%）　
脳健診：423人（受診率：1.2%）がん
健診[胃]：11,460人（受診率：33.8%）
[大腸]：21,798人（受診率：64.4%）[
肺]：26,136人（受診率：77.2%）[乳が
ん超音波]：1,829人（受診率：5.4%）[
乳がんマンモ]：2,390人（受診率：7.1
%）[子宮頸がん]：2,921人（受診率：1
7.6%）

加入員はそのほとんどが愛知県内に住
んでいるが、愛知県内の契約健診機関
数は80機関を超えているため、受診し
やすい。当組合が申請に基づき人間ド
ックおよびがん健診利用通知書を発行
しているため、契約健診機関であれば
、受診者は自己負担を窓口で支払うだ
けで済む。

愛知県内でも東三河は健診機関自体少
ないため、契約数も少ない。（愛知県
以外の県も少ない）加入員の利便さは
厳密に言えば公平ではない。

3

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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3 共同巡回健診

【目的】生活習慣病の予防、早期発見と受診率の向上【概
要】30歳以上の女性被保険者及び被扶養者を対象に、共同
巡回健診は東海地区、全国巡回健診は全国各地で人間ドッ
ク並みの巡回健診を実施。被保険者女性は、婦人科系のみ
。（ただし、全国巡回健診は被保険者女性の婦人科を実施
しない）

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

全員 12,585
【令和元年度】受診者数：2,471人　被
保険者女性受診者数：434人　被扶養者
男性受診者数：10人

会場数が多く、対象者が住んでいる近
くの公共施設で人間ドック並みの健診
を受診することができる。

事業の周知不足。健診の重要性の理解
不足。対象者が自己負担6,000円を高い
と感じる傾向にある。隔年受診。（平
成30年度から自己負担を3,000円に変更
）

3

3 疾病予防薬の
無償配付

【目的】呼吸器系疾患等の医療費抑制、セルフメディケー
ションの促進【概要】全被保険者に家庭用常備薬を無償配
付。インフルエンザ関連商品は割安に設定している。

被保険者 全て 男女
16
〜
74

全員 60,196 【令和元年度】33,992人（利用率95.9
%） 無償で提供している。

事業所の事務負担がかかっている。配
付した薬の効果検証が見えづらい。今
後、検証が必要

4

3,4,6 歯科健診

歯周病等が、心臓病や糖尿病と密接な関係にあり、身体的
健康のみならず心身の健康ににも大きく影響するといわれ
ているため平成26年度から開始。【ファミリー歯科健診】
9月〜翌年3月に地域のコミュニティーセンターなどで実施
。全被保険者に情報提供を兼ねた健診申込書付きの案内を
配付。【院内歯科健診】愛知県歯科医師会と契約して、会
員の歯科医師で歯科健診を実施。【巡回事業所歯科健診】
組合の契約する歯科健診機関が事業所を巡回して、歯科健
診を実施。どの事業とも、受診勧奨を実施。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 2,644
【令和元年度】ファミリー歯科健診：2
46人　院内歯科健診：19人　巡回事業
所歯科健診：５６５人

大人同伴の子供は無料としたことで家
族での受診率が高くなった。受診しや
すい環境づくりをしたことで関心度が
高まった。情報提供と同時に歯ブラシ
や歯間ブラシ等の歯科送品の紹介やあ
っせんを行い、関心度が高まったとき
に即対応できるようにした。また、利
便性を上げるために、愛知県歯科医師
会の会員歯科医院でも歯科健診を実施
できるようにしている。

他健保との共同事業のため、会場が限
られる。愛知県歯科医師会については
、初年度のため、広報不足。

1

3 インフルエン
ザ予防接種

インフルエンザ予防キャンペーンとして、対策用品の斡旋
やポスターなどの広報とともにインフルエンザ予防接種を
実施。接種者に対し、被保険者は1,200円、被扶養者で、生
後6か月から中学生までは1,500円、それ以外は1,000円の
補助を実施している。

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
65

全員 34,819
【平成29年度】補助利用者
被保険者：21,445人
被扶養者：10,760人

希望する事業所には、医師が巡回し手
予防接種を行うため、多くの事業所で
利用がある。また、家族は、愛知連合
会と医師会が契約し、受診券にて予防
接種を受けられるので、愛知県の利用
者が多い。（愛知県以外でも補助金払
いで対応）

愛知県以外は、愛知連合会と医師会が
実施するインフルエンザワクチン接種
事業を実施していないので、利用者が
少ない。また、昨年はワクチンが不足
していたこともあり

3

体
育
奨
励

- 球技大会の開
催

【目的】加入員の体育奨励【概要】愛鉄連体育奨励実行委
員会で、野球大会と卓球大会を開催 被保険者 全て 男女

16
〜
74

全員 30 野球大会：10月卓球大会：3月 -
健保の母体である鉄工連合会が主催す
る事業に一部補助を出しているが、当
健保加入企業の参加が少ない。

1

8 各種施設の利
用補助

【目的】加入員の体育奨励【概要】東海地方を中心にレジ
ャー施設やプール施設、ボウリング場と契約をし100円の
補助を行う

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 400 【令和元年度】744人 団体契約料金に対し、100円の補助を行
う。

補助額が100円のため、年々利用者が減
少している。そのため、施設から契約
解除の申出が出始めている。

1

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
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事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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事業主の取組

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント
ア (レセプト分析) 医療費・患者数分析 -

イ レセプト分析（被保険者女性・被扶養者） 医療費・患者数分析 -

ウ (健診データ分析) その他 -

エ (高リスク保有者抽出) 健康リスク分析 -

11



オ 重症化予防（受診勧奨） 健康リスク分析 -

カ 受診勧奨効果検証② 健康リスク分析 -

キ 受診勧奨効果検証 健康リスク分析 -

ク (新規　コラボヘルス推進事業の事業所訪問で用いる資料) その他 -

ケ CKDステージマップ 健康リスク分析 -

12



コ 各種がん受療率 医療費・患者数分析 -

サ がん検診受診率 その他 -

シ 歯科関連実患者数 医療費・患者数分析 0～6歳、7～12歳で歯科の患者数が最も多い。歯科健診の受診と歯みがき
習慣の定着を図る必要がある。

ス 被扶養者健診受診状況 その他 家族健診受診率が低いことが、課題であり、どの年代も健診未受診者が健
診受診者の数を上回ている。とくに30歳代が受診者にくらべ、未受診者の
割合が高いので、30歳代から健診受診の啓発を行う必要がある。

セ かぜキャン参加率・自己負担周知率 その他 -

13



57555 - 愛鉄連健康保険組合

STEP１-３ (レセプト分析) 

• 被保険者男性について、疾病大分類を行ったところ、総医療費の高い順に上位5位を占めているのは、①「循環器系疾患」、②「内

分泌・栄養・代謝疾患」、③「消化器系疾患」、④「呼吸器系疾患」、⑤「新生物」となっています。一人当たり医療費では、「循環器系

疾患」が他と比べ突出しています。⇒ア 

• 脳血管疾患および虚血性心疾患について、重症疾患の発症者数を調査したところ、ともに40歳以降急激に増えている。⇒イ 

 

ア. 

イ. 

40歳以降急激に増加 

総医療費および 

重症疾患発症者数 
分類別医療費（被保険者男性） 

1/2
14



57555 - 愛鉄連健康保険組合

STEP１-３ (レセプト分析) 

• 上位5位の分類項目について、年代別の一人当たり医療費をみると、「循環器系疾患」と「内分泌・栄養・代謝疾患」は、40歳以

降急激に伸びています。⇒ウ 

• 上位1位「循環器系疾患」の中分類について、さらに一人当たり医療費をみた場合、「高血圧性疾患」が他と比べ突出していま

す。⇒エ 

• 脳血管疾患や心疾患などの重症疾患につながる可能性が高い高血圧は、若年層からのリスク回避が必要である。 

ウ. 

エ. 

循環器系はとくに 
医療費が突出している 

「循環器系疾患」の中分類別医療費 

年代別 一人当たり医療費(上位５位) 

2/2
15



【レセプト分析】（被保険者（女性）・被扶養者） 

被保険者（女性） 

疾病大分類を行ったところ、総医療費の高い順に上位 5位を占めているのは、①「筋骨格

系・結合組織疾患」、②「新生物」、③「内分泌・栄養・代謝疾患」、④「呼吸器系疾患」、⑤

「循環器系疾患」となっていますが、その中では突出している項目は特にありません。 

一人当たり医療費についても、同様に突出している項目はありませんが、上位 5分類全体

を一括りでみると、総医療費と一人当たり医療費は他と比べいずれも高い傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上位 5位の分類項目について、年代別の一人当たり医療費をみると、「循環器系疾患」、「内

分泌・栄養・代謝疾患」、「筋骨格系・結合組織疾患」は、50歳以降急激に伸びています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上
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 1 / 3 

 

第1位「筋骨格系・結合組織疾患」の中分類について、さらに一人当たり医療費をみた場合、

「炎症性関節障害」および「関節症」が他と比べ突出しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

被扶養者 

疾病大分類を行ったところ、総医療費および一人当たり医療費が一番高いのは、「呼吸器系

疾患」となっています。被扶養者の年齢別構成は、0歳～19歳までが最も多いため、子ども

がかかりやすい「呼吸器系疾患」が突出しています。一人当たり医療費についても、同様に

「呼吸器系疾患」が突出しています。 
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 2 / 3 

 

 

「呼吸器系疾患」について、年代別の医療費割合をみると 0歳～19歳までの年代がほとん

どを占めています。その親世代（30歳～49歳）についても伸びています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（まとめ） 

性・年齢階級別医療費については、被保険者女性では、「筋骨格系・結合組織疾患」の

医療費が 1位となり、女性特有の課題が明らかとなりました。被扶養者では未就学児等

の子ども世代の呼吸器系疾患が多く、現在行っているかぜキャンペーンの必要性も明ら

かとなりました。 
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57555 - 愛鉄連健康保険組合

STEP１-４ (健診データ分析) 

• 特定健診項目について、愛知県との比較を行ったところ、収縮期血圧は概ね男女各年代・年齢調整平均値とも愛知県より高

く、160mmHg以上の人も一定数いることがわかりました。⇒オ、カ 

• レセプト分析からだけではなく、健診データ分析からも高血圧という課題が浮き彫りとなりました。 

収縮期血圧を愛知県と比較 

収縮期血圧を愛知県と比較 

オ. 

カ. 

概ね男女各年代・年齢調整平均値とも愛知県より高い

160mmHg以上の人は

年齢調整後においても

1/3
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57555 - 愛鉄連健康保険組合

STEP１-４ (健診データ分析) 

BMIを愛知県と比較 

男性：BMI 25.0以上の割合 

女性は愛知県平均よりもＢＭＩが高い傾向にある

キ. 

ク. 

40歳～44歳のBMI 30.0以上 

の男性は愛知県よりも高い傾向 

• ＢＭＩでは、男性について、愛知県と比べ平均値

は低くなっていますが、年代別にみるとBMI30以

上の肥満者は40代に多く50代は少ない傾向にあ

ることがわかりました。女性については、全体的に

肥満者が多く平均値も愛知県より高い傾向にあり

ます。 

2/3
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57555 - 愛鉄連健康保険組合

STEP１-４ (健診データ分析) 

• 喫煙について男女とも、年代によっては愛知県より低く

なっているところがありますが、全体的に高くなっていま

す。愛知県との差 男性：+4.4％ 女性：+3.7% 

• 40代男性の喫煙率が高くなっている。 

ケ. 喫煙率を愛知県と比較（男性） 

男性全体の喫煙率では、他の健保組合よりは 

低い傾向にあるものの、愛知県と比較をすると 

4.4%高くなっている。 

コ. 喫煙率を愛知県と比較（女性） 

女性全体の喫煙率では、他の 

健保組合よりも高く、愛知県比較

では3.7%高くなっている。 

3/3
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57555 - 愛鉄連健康保険組合

STEP１-５ (高リスク保有者抽出) 

サ. 

既存事業の受診勧奨では、リスク保有者を「特別健康支援Ⅲ」

と定義していますが、さらに高リスク保有者(重症化リスクⅡ)として

右記の基準を作成し、抽出を行いました。 

＊【】で囲まれている数値

を高リスク保有者(重症

化リスクⅡ)としていま

す。 

特別健康支援Ⅲの基準表 

抽出結果 

• 本人のうち、重症化リスクⅡ相当の人数は623人となっ

ており、この人たちは将来、脳血管疾患や虚血性心疾

患で倒れてしまう可能性が十分にある。 

• 健康保険組合が早急に手を打たなければ、ならない。 

1/1
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重症化予防（受診勧奨）について 

データヘルス実行支援システム（ＤＨＳ）を使用して、重症化予防のための対象者を重症化判定

レベル別に集計したものが下記表ですが、当組合では重点的に、「重症化リスクⅡ」の対象者に対

して重症化予防（受診勧奨）を行っていくことにしています。医療機関への受診勧奨や重症化予防

は、既存の受診勧奨協働実施事業（コラボヘルス・ワン）の仕組みを利用し実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

既存事業である受診勧奨協働実施事業（コラボヘルス・ワン）では、対象者の健診結果放置年数

別に受診勧奨の対応を変えて実施しています。放置とは、事業所での定期健診結果が受診勧奨レベ

ルに達しているにもかかわらず、定期健診以降、医療機関へ受診していないことをいいます。 

 

1年間放置者・・・受診勧奨通知（健診から 6か月後と 11か月後の２回通知制） 

2年間放置者・・・受診勧奨通知+保健師等による電話（特別健康支援Ⅰ、特別健康支援Ⅱ） 

3年間放置者・・・受診勧奨通知+保健師等による面談+電話（特別健康支援Ⅲ） 

*3年間放置者は、3年間放置している者の他に当組合が面談を必要と判断した者も含む 
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◆受診勧奨（重症化予防） ～コラボヘルス・ワン～

愛・健康サポート事業の中で、巡回事業所健診受診後のフォローとして受診勧奨（重症化予防）をしています。受診者の内、要精密
検査、要医療等、医療機関に受診しなければならない判定がされた方について、重症化を防ぐため、受診歴の追跡調査を行い、個
別通知をすることにより、早期の受診を勧奨しています。要医療判定される方は年々増加しており、未受診者も増加しているため、別通知をすることにより、早期の受診を勧奨しています。要医療判定される方は年々増加しており、未受診者も増加しているため、
25年度以降は、加入事業所と協働で受診勧奨事業を実施しています。

巡回事業所 E,Ｆ判定
E,Ｆ判定 受診勧奨通知者数

受診勧奨率(F)
通知により受診

１１か月後
年度

巡回事業所
健診受診者数(A)

E,Ｆ判定
者数(B)

E,Ｆ判定
者率(C)
C=B/A(％）

受診勧奨率(F)
F=(D+E)/A(%)

通知により受診
したと思われる
人数(G)

１１か月後
通知者数(H)特別健康

支援通知(D)
６か月後
通知(E)

H25 25,523 4,974 19.48% 394 2,536 11.5％ 592（20.7%） 2,269

H26 27,829 6,067 21.80% 981 2,400 12.1％ 677（21.0%） 2,541

H27 30,503 8,750 28.7% 1,142 2,773 12.8％ 709（18.7%） 3,081

H28 31,186 9,263 29.7% 1,357 2,826 13.4% 763（18.9%） 3,282

*集計対象は、n年度としてn年4月健診分～n+1年3月健診分を対象としています。*集計対象は、n年度としてn年4月健診分～n+1年3月健診分を対象としています。
*平成26年4月健診分から、人間ドック受診者も対象に追加しています。
*EF判定者とは、健診実施機関において「要医療」「要精密検査」と判定された方、または 当組合が人間ドック学会基準を参考とした判定により
抽出した方をいいます。
*通知により受診したと思われる人数は、受診勧奨通知者のうち加入員資格がある方を対象としています。
*11か月後通知は、6か月後通知を送付した方を対象としています。
*特別健康支援とは、複数年にかけて医療機関へ受診されない方を対象としています。実施状況は次ページの表を参照。

10

*特別健康支援とは、複数年にかけて医療機関へ受診されない方を対象としています。実施状況は次ページの表を参照。
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◆受診勧奨（重症化予防） ～コラボヘルス・ワン～

【コラボヘルス・ワンの成功率】

コラボヘルス・ワン参加事業所では、支援レベル
Ⅱ対象者の連絡先回答書の回収取りまとめの協
力を得ているため、連絡先の把握ができ、支援に
つながる率が高くなっています。

【コラボヘルス・ワンの成功率】

受診勧奨種類 対象者 受診済・未受診人数 受診勧奨成功率

通知 3,109
未受診 2,644

15.0%
受診済み 465

H27

電話
（特別健康支援Ⅰ・Ⅱ）

74
未受診 65

12.2%
受診済み 9

委託A 42
未受診 29

31.0%
受診済み 13

特Ⅲ全体

面談
（特別健康支援Ⅲ）

190 委託Ｂ 34
未受診 16

52.9%
受診済み 18

未実施 114
未受診 96

15.8%
受診済み 18

40.8%

通知 3,254
未受診 2,770

41.5%
受診済み 484

電話
（特別健康支援Ⅰ・Ⅱ）

82
未受診 71

13.4%
受診済み 11

H28

面談
（特別健康支援Ⅲ）

231

委託A 53
未受診 31

41.5%
受診済み 22

委託Ｂ 21
未受診 16

23.8%
受診済み 5

特Ⅲ全体

36.5%

未実施 157
未受診 130

17.2%
受診済み 27

（受診勧奨種類）
通知・・書面による勧奨 電話・・複数年連続して対象となった方へ電話による勧奨
面談・・当組合基準に該当した方に医師または保健師による面談での勧奨

11

面談・・当組合基準に該当した方に医師または保健師による面談での勧奨
＊特別健康支援Ⅱ・Ⅲは、コラボヘルス・ワン参加事業所のみ実施
（支援方法）
Ⅰ・Ⅱ：電話2回（支援の1か月後に確認の電話） Ⅲ：医師の場合、面談1回。保健師、看護師の場合、面談1回+電話（2回を上限）
＊医療機関の受診状況は、健診後、6・11・14か月に確認。成功率の算出は、14か月の調査終了後に実施する。
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57555 - 愛鉄連健康保険組合

STEP１-６ (新規 コラボヘルス推進事業の事業所訪問で用いる資料) 

シ. 事業所別の健康保険料収支状況 <裏面> 

• 事業主の納めた保険料が何にいくら使われたかを一目で事業主が把握することができます。医療費が高ければ、従業員への健

康に対する関心度が増し、健康づくり活動へのきっかけとなります。また、被保険者1人あたりで同規模事業所との比較もできま

す。 

当該年度が赤字なのか黒字なのかがわかります 

同規模事業所と比較して、 

良好なら青色、不良なら赤色で表示されます 

1/2
26



57555 - 愛鉄連健康保険組合

STEP１-６ (新規 コラボヘルス推進事業の事業所訪問で用いる資料) 

ス. 事業所別の健康白書（ランキング

表） 
<裏面> 

す。 

• 血圧、メタボ、喫煙について、ランキングを付けています。ランキングは事業主がもっとも興味を持つ指標の一つです。また、健

康白書は要点項目を絞り、時間がない事業主に概要を説明するのに向いています。 

健康マップでは、健診を受けた人の階層化をしています。 

2/2
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【CKD(慢性腎臓病)ステージマップ】被保険者、被扶養者

人数 割合 人数 割合 人数 割合

G1
(90以上)

7,529 27.57% 128 0.47% 32 0.12%

G2
(60以上　90未満)

17,705 64.84% 304 1.11% 108 0.40%

G3a
(45以上　60未満)

1,279 4.68% 68 0.25% 41 0.15%

G3b
(30以上　45未満)

60 0.22% 8 0.03% 13 0.05%

G4
(15以上　30未満)

4 0.01% 2 0.01% 8 0.03%

G5
(15未満)

0 0.00% 3 0.01% 12 0.04%

NULL 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

e
G
F
R
に
よ
る
腎
機
能
区
分

正常
(-),(±)

尿蛋白 +
(+1)

尿蛋白 ++
(+2,+3)

A1 A2 A3
尿蛋白検査

© 2014 JMDC Inc. －1－
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◆がん健診（検診）

○国民の2人に1人が“がん”になり、3人に1人が“がん”で亡くなっています。
当組合では、がん健診（検診）にも力を入れており、国家プロジェクトであるがん検診
企業アクションに参加をしております。このプロジェクトが目標とするがん検診受診率
50％超をめざしていますが、被扶養者の健康診断受診率が低く、急激な受診率向上50％超をめざしていますが、被扶養者の健康診断受診率が低く、急激な受診率向上
につながらないのが現状です。

年度 基準 胃 大腸 前立腺 肺
乳がん
（超音波）

乳がん
（マンモ）

子宮
頚がん

※ がん健診（検診）の受診率は、平成24年度健診分から算出可能となりました。 括弧内は受診率

年度 基準 胃 大腸 前立腺 肺
（超音波） （マンモ） 頚がん

H28

当組合基準
（主に30歳以上） 10,273(31.1%) 19,619(59.4%) 3,222(45.5%) 16,709(71.4%) 1,472(10.9%) 2,087(15.5%) 2,605(15.7%)

*20歳以上がん検診企業
アクション基準

40

男 5,323(39.2%) 10,569(77.8%)
-----

12,297(90.5%) ----- -----

女 2,842(29.0%) 4,099(41.8%) 4,412(45.0%) 886(9.0%) 2016(20.5%)（主に40歳以上） 女 2,842(29.0%) 4,099(41.8%) 4,412(45.0%) 886(9.0%) 2016(20.5%)

H29

当組合基準
（主に30歳以上） 10,389(31.1%) 20,114(60.3%) 3,342(45.9%) 17,117(72.2%) 1,702(12.6%) 2,161(16.0%)

2,727(16.3%)
*20歳以上

がん検診企業
アクション基準
（主に40歳以上）

男 5,385(38.8%) 10,861(78.3%)
-----

12,574(90.6%) ----- -----

女 2,869(29.2%) 4,210(42.8%) 4,543(46.2%) 1,099(11.2%) 2,079(21.1%)（主に40歳以上） 女 2,869(29.2%) 4,210(42.8%) 4,543(46.2%) 1,099(11.2%) 2,079(21.1%)

90.6%

90.0%

100.0%

平成25年国民生活基礎調査（がん検診の受診状況）と平成29年度の当組合受診率との比較グラフ

78.3%

45.8%
47.5%

46.2%50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

当組合男

国民調_男

38.8%

45.8%

41.4%

47.5%

29.2%

42.8%

46.2%

16.3%

32.0%
33.8% 34.5%

37.4%

32.7%
34.2%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0% 国民調_男

当組合女

国民調_女

24
0.0%

10.0%

胃がん検診 大腸がん検診 肺がん検診 子宮がん検診 乳がん検診
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◆ インフルエンザ・かぜ予防キャンペーン・・・平成29年10月～翌年1月に実施

「家族で取り組むかぜ＆むし歯予防つよい子になるぞ！！キャンペーン」

・未就学児のいる世帯を対象に、10月から12月にかけて実施しました。・未就学児のいる世帯を対象に、10月から12月にかけて実施しました。

年度 対象 対象数
参加数
（参加率）

アンケート
回答数
（回答率）

H27

案内送付世帯 3,460 1,119（32.3%） 800（71.5%）
H27

未就学児 4,636 1,571（33.9%） －

H28

案内送付世帯 3,418 1,129（33.0%） 803（71.1%）

未就学児 4,606 1,585（34.4%） －

818 72.5%

H29

案内送付世帯 3,422 1,128（33.0%） 818（72.5%）

未就学児 4,575 1,553（33.9%） －

＊ こどもの医療費の８割を健保組合が負担していることを

66%
71% 71% 72%

51%60%

80%

100%

キャンペーンの

＊ こどもの医療費の８割を健保組合が負担していることを
知っている割合（アンケート結果より）↓

49%
63%

66%
51%

37%
34%

29%

15%

25%

0%

20%

40%

60% キャンペーンの

前から知っている

今回のキャン

ペーンで知った

〇かぜやインフルエンザ予防のために、
家族全員で手洗い・うがいの習慣づけ
を目的として実施しています。
〇医療機関の窓口負担が無料になる
こどもの医療費を健保組合が負担して

14

0%

H24 H25 H26 H27 H28 H29

こどもの医療費を健保組合が負担して
いることを知ってもらうための広報もし
ています。
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
被扶養者の医療費で、呼吸器系疾患の医療費が突出して多い。年齢別でみる
と、0〜6歳でおよそ50%、7~12歳で20%を占める。また、月別で見ると、1
0月から上昇し、3月でピークとなる。

 0〜6歳の小学校就学前の加入員に手洗い・うがいの習慣づけを図り、将
来医療費の抑制を目指す。また、未就学児は医療機関も窓口負担が無料
であるため、7割医療費を健保組合が負担していることの周知を図る。



2
歯科関連疾病の実患者数を見ると、0から12歳が最も高い。  手洗いうがいとともに歯みがきも習慣づける。また、子供向けの歯科健

診を充実させるとともに大人に対する歯科健診の受診啓発も行う。また
、健診だけでなく、予防歯科の普及も行う。



3
がんの罹患は、30歳代から出始める。（子宮頸がんは、20歳代）組合員の
がん検診受診率を見ると、特に婦人科（乳がん・子宮頸がん）が低い。  がんは、健診が第一であり、罹患した場合でも早期発見、早期治療が大

切である。検診の重要性に関する広報と受診しやすい環境を整える必要
がある。
また、婦人科健診については、同時に受診できる共同巡回健診を促進す
る。

4

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心疾患の発症が急増する。その疾
患の原因となる高血圧については、愛知県との比較においても概ね前年代で
高い傾向がある。また、喫煙率については、60歳を過ぎると急激に低下して
いくものの、40歳代は高い状況にある。喫煙は、生活習慣病の最大の危険因
子であることから、禁煙に向かう行動変容を促す必要がある。また、肥満（
BMI）については、40歳代が高い状況である。

 各事業所において、従業員（被保険者）に対する健康機運を醸成させる
ための健康づくり活動が必要である。事業所目線で作成した資料（事業
所別の収支状況や健康課題）を作成し、事業所訪問を行う。また、経営
者は同規模事業所の他社に関心を示すことから、組合の健康課題である
「血圧」・「禁煙」・「メタボ」の他、血液検査項目のランキングを作
成し、同規模事業所内での自社の位置を知ってもらうことで、事業所に
おける健康意識の向上と健康づくり活動を推進する。
事業所のニーズに合わせた健康づくり活動の提案も行う。



5

事業所健診の結果、医療機関の受診が必要となる方（要精密検査・要医療）
で未受診者には、受診勧奨通知を送付しているが、通知による受診者は、18
.9%であり、およそ3,400人が未受診である。また、脳血管疾患等の重症疾
患発症者を調査したところ、40歳代から急増しており、高リスク者は623人
となっている。

 医療機関未受診者については、確実に加入し、医師の管理下に置く必要
があるため、分かりやすい受診勧奨通知を送付し、自身の健康状態を理
解してもらう。未受診の期間に応じて、電話による受診勧奨も実施する
。とくに、糖尿病性腎症など高リスク者については、医師・保健師によ
る重症化予防に特化した面談や外部委託機関を活用して生活習慣改善プ
ログラムを実施する。



基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
組合加入員の年齢分布を見ると、40歳代が最も多い。（被保険者の平均年齢が40.84歳。平
成29年度）  今度、さらに高齢化が進むことが考えられ、生活習慣病等の医療費が増加する可能性が

ある。若年層に対するポピュレーションアプローチを行い、健康意識の向上を図ってい
かなければならない。

2
加入事業所が552社と多く、ほとんどが愛知県内に所在している。また、552社の内、50人未
満が366社、20人未満が236社である。  加入事業所が多く、これまでは、全体分析や一律のアプローチの方針を取らざるを得な

かった。今後は、事業所ごとで健康管理に関する意識の差があるので、事業所のニーズ
に合わせた対応が必要である。

3 専門職（保健師）の活用  保健師を活用し、事業所の健康管理により深い関わりを持つ。

イ，セ

シ，セ

コ，サ

ア，ウ，ク

ア，エ，オ，
カ，キ，ケ
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保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
被扶養者の健診受診率が低い。  より多くの被扶養者に健診を受診してもらえるよう受診環境を充実させる必要がある。

また、家族健診受診率の向上には、事業主の協力が必要不可欠であるため、より強力が
得られるように事業所インセンティブの仕組みも導入する。
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　コラボヘルス推進事業
　保健指導宣伝 　「健康白書」の配付
　保健指導宣伝 　健康宣言事業
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　個人向け健康情報ポータルサイト「Pep Up」
　保健指導宣伝 　健康課題に関するポスター配付
　保健指導宣伝 　医療費のお知らせ
　保健指導宣伝 　ジェネリック通知
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診(被保険者)
　特定健康診査事業 　特定健診(被扶養者)
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　愛健康サポート事業[Step4]受診勧奨
　保健指導宣伝 　前期高齢者健康支援
　保健指導宣伝 　家族で取り組むかぜ・むし歯予防キャンペーン
　保健指導宣伝 　禁煙お助け事業
　保健指導宣伝 　健康ウォーク
　保健指導宣伝 　新入社員向け社会保険概要説明
　保健指導宣伝 　愛けんぽファミリー健康相談
　保健指導宣伝 　ａｉヘルスアップポイント事業
　保健指導宣伝 　健康づくりセミナー
　保健指導宣伝 　糖尿病性腎症等の重症化予防
　保健指導宣伝 　服薬指導を中心とした健康支援（薬局保健指導）
　疾病予防 　愛健康サポート事業[Step1]巡回事業所健診
　疾病予防 　愛健康サポート事業[Step2]健康支援
　疾病予防 　人間ドック、脳健診及びがん健診
　疾病予防 　共同巡回健診
　疾病予防 　疾病予防薬の無償配付
　疾病予防 　歯科健診
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　体育奨励 　球技大会の開催
　体育奨励 　各種施設の利用補助
　予算措置なし 　特定健診データの保険者間の連携
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
各個人のヘルスリテラシーの向上。事業主においても、高リスク者の把握、改善への協力（保健指導の実施や受診しやすい環境づくり等）の理解を得る。

事業全体の目標
高リスク者への介入を含め、保健指導実施率を向上させる。
健診実施率（特定健診も含む）を向上させる。
事業主とのコラボヘルス（健康宣言や受診勧奨の共同実施）を推進する。
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職場環境の整備

保
健
指
導
宣
伝

1,2,4,
5,6

既
存

コラボヘルス
推進事業 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員 ３ イ,オ,ク,ケ

,シ
重症化予防のための受診勧奨を事業所と協
働して実施する。また、従業員の健康づく
りのためのセミナー等の実施。（コラボヘ
ルス・ワン）

ア,コ

センシティブ情報を扱うため、事業所と情
報提供のための覚書を取り交わし、更に受
診勧奨の協働実施は、申し出制とし、労務
管理に使用しないことの誓約書の提出を受
けている。
セミナーの開催は当組合保健師の他、契約
健診機関や、自治体の保健師等の社会資源
も活用。

- 継続
事業所における健康機運の醸成。従業員の
健康に対する事業主の関心度向上、被保険
者自身の健康への意識啓発。受診勧奨対象
者の医療機関受診率を向上。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心
疾患の発症が急増する。その疾患の原因とな
る高血圧については、愛知県との比較におい
ても概ね前年代で高い傾向がある。また、喫
煙率については、60歳を過ぎると急激に低下
していくものの、40歳代は高い状況にある。
喫煙は、生活習慣病の最大の危険因子である
ことから、禁煙に向かう行動変容を促す必要
がある。また、肥満（BMI）については、40
歳代が高い状況である。
事業所健診の結果、医療機関の受診が必要と
なる方（要精密検査・要医療）で未受診者に
は、受診勧奨通知を送付しているが、通知に
よる受診者は、18.9%であり、およそ3,400人
が未受診である。また、脳血管疾患等の重症
疾患発症者を調査したところ、40歳代から急
増しており、高リスク者は623人となっている
。

「コラボヘルス・ワン」参加事業所(【実績値】253社　【目標値】令和2年度：280社)「コラボヘルス・ワン」の参加事業所数。 事業所が主体的に取り組む必要があり、量より質を重視しているためアウトカムを設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

1 新
規

「健康白書」
の配付 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員 ３ シ

各事業所において、従業員（被保険者）に
対する健康機運を醸成させるための健康づ
くり活動が必要である。事業所目線で作成
した資料（事業所別の収支状況や健康課題
）を作成し、事業所訪問を行う。また、経
営者は同規模事業所の他社に関心を示すこ
とから、組合の健康課題である「血圧」・
「禁煙」・「メタボ」の他、血液検査項目
のランキングを作成し、同規模事業所内で
の自社の位置を知ってもらう。

ア 健康白書については、組合でデータを分析
し、作成する。 - 継続 事業所における健康意識の向上と健康づく

り活動を推進する。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心
疾患の発症が急増する。その疾患の原因とな
る高血圧については、愛知県との比較におい
ても概ね前年代で高い傾向がある。また、喫
煙率については、60歳を過ぎると急激に低下
していくものの、40歳代は高い状況にある。
喫煙は、生活習慣病の最大の危険因子である
ことから、禁煙に向かう行動変容を促す必要
がある。また、肥満（BMI）については、40
歳代が高い状況である。

事業主の関心度(【実績値】73.3％　【目標値】令和2年度：76.5％)毎年10月に実施するアンケートで「従業員の健康に対する事業主の関心度」を調査。「高い」「どちらかと言えば高い
」と回答した率。

事業所における健康意識の向上を目的としているため。
(アウトカムは設定されていません)

1 既
存 健康宣言事業 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員 ３ シ

「健康白書」の配付により、事業所の健康
課題を共有することで、事業主の意識を高
め、自社の「健康経営」の実践につなげる
。

ア 職員が事業所を訪問し、事業主の意識を高
め、健康づくり活動の機運を高める。 - 継続 「健康宣言」実施事業所の増加。「健康経

営優良法人」認定事業所の増加。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心
疾患の発症が急増する。その疾患の原因とな
る高血圧については、愛知県との比較におい
ても概ね前年代で高い傾向がある。また、喫
煙率については、60歳を過ぎると急激に低下
していくものの、40歳代は高い状況にある。
喫煙は、生活習慣病の最大の危険因子である
ことから、禁煙に向かう行動変容を促す必要
がある。また、肥満（BMI）については、40
歳代が高い状況である。
事業所健診の結果、医療機関の受診が必要と
なる方（要精密検査・要医療）で未受診者に
は、受診勧奨通知を送付しているが、通知に
よる受診者は、18.9%であり、およそ3,400人
が未受診である。また、脳血管疾患等の重症
疾患発症者を調査したところ、40歳代から急
増しており、高リスク者は623人となっている
。
がんの罹患は、30歳代から出始める。（子宮
頸がんは、20歳代）組合員のがん検診受診率
を見ると、特に婦人科（乳がん・子宮頸がん
）が低い。

「健康宣言」実施事業所数(【実績値】23社　【目標値】令和2年度：60社)- 「健康経営優良法人」認定事業所数(【実績値】10社　【目標値】令和2年度：31社)事業主の従業員の健康に対する意識の向上。健康づくり活動への関心度・理解度を高める。
加入者への意識づけ

保
健
指
導
宣
伝

2,3,5 新
規

個人向け健康
情報ポータル
サイト「Pep U
p」

全て 男女
16
〜
74

被保険
者,被扶
養者,基
準該当

者
１ ア,エ

被保険者・被扶養配偶者を対象に、ICTを活
用した事業を実施。自身の健診結果の閲覧
や、結果に応じた健康情報の配信、随時イ
ベントを開催し、健康への意識変容、行動
変容を促す。イベント参加や、健診結果、
健診結果に基づく健康年齢の改善によって
ポイントを付与し、個人へのインセンティ
ブも同時に行う。

ス - - 継続 「Pep Up」の利用を通じて、ヘルスリテラ
シーの向上を目指す。 該当なし

イベントの実施(【実績値】-　【目標値】令和2年度：4回)登録率を促進するために、健康意識の啓発につながるイベントを実施するとともに、登録につながるようなポスター・チラシを配
付する。 「Pep Up」の登録率(【実績値】-　【目標値】令和2年度：17.5％)登録率50パーセントを目指す。

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制 予算額
(千円) 実施計画 事業目標 健康課題との関連対象

事業所 性別 年
齢 対象者

アウトプット指標 アウトカム指標
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2 既
存

健康課題に関
するポスター
配付

全て 男女
16
〜
74

加入者
全員 １ シ

組合の健康課題（血圧・喫煙・メタボ）に
関するポスターを配付。（配付は5年ごと）
事業所に掲示してもらい、度々目にするこ
とで自身の健康について意識・関心を高め
る。

ア - - 全事業所に配付する
個人の意識変容・行動変容につながるよう
、ポスターを事業所内に掲示し、繰り返し
目にすることで啓発を図る。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心
疾患の発症が急増する。その疾患の原因とな
る高血圧については、愛知県との比較におい
ても概ね前年代で高い傾向がある。また、喫
煙率については、60歳を過ぎると急激に低下
していくものの、40歳代は高い状況にある。
喫煙は、生活習慣病の最大の危険因子である
ことから、禁煙に向かう行動変容を促す必要
がある。また、肥満（BMI）については、40
歳代が高い状況である。

ポスター配付(【実績値】-　【目標値】令和2年度：1回)数種類作成し全事業所に配付。 ポスターによる意識の変化を測りづらいため
(アウトカムは設定されていません)

2 既
存

医療費のお知
らせ 全て 男女

0
〜
74

その他 １ エ,ス - ス - - ハガキによる医療費通知を廃止。ICTによる医療費通知のみを実施。 医療機関等からの医療費請求の確認。 該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

年間通知回数（ハガキ）(【実績値】2回　【目標値】令和2年度：0回)被保険者宛てに事業所を経由して配付。（ただし、令和２年度からは、ハガキによる医療費通知を廃止して、ICTによ
る医療費通知のみ）

使われた医療費を各個人へ情報提供したことによる改善された結果について、把握できないため。
(アウトカムは設定されていません)

7 既
存

ジェネリック
通知 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 １ エ,キ,ス

ジェネリック差額通知を年2回配付。（ジェ
ネリックお願いシールも同封）また、ICTに
よる情報提供も実施。

ア,ス - - 継続
ジェネリック医薬品への切り替えによって
、患者の自己負担額を減らす。→将来医療費
の抑制

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

年間通知回数(【実績値】2回　【目標値】令和2年度：2回)自己負担額が500円以上削減見込みの人2500人×年２回 ジェネリック利用率(【実績値】68％　【目標値】令和2年度：74％)当組合の年度末時におけるジェネリック利用率（令和２年度末の実績値は、令和元年度の実績値）
当年度通知対象者切替率(【実績値】41.2％　【目標値】令和2年度：43.2％)当年度実施したジェネリック差額通知対象者の切替率。 -

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診(被保
険者) 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 １ エ,オ,カ,ケ

,シ
組合が補助する事業所健診や人間ドックで
特定健診項目を実施。実施後、健診結果を
受領する。

ア,エ,ク 事業主に自社の健診受診率を示し、実施率
向上に協力を得る。 - 継続

健診を受診することで、生活習慣病等の早
期発見、早期受診につなげる。また、国か
ら示された特定健診実施率に関する目標値
（85%）の達成を目指す。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

巡回事業所健診の実施(【実績値】79.5％　【目標値】令和2年度：82％)巡回事業所健診の実施事業所（県内・県外）：80%以上実施。 特定健診受診率(【実績値】93.8％　【目標値】令和2年度：95.4％)健診実施の促進：（受診率：97%以上）
人間ドックの実施(【実績値】17.3％　【目標値】令和2年度：18.6％)人間ドックの実施。 -

3,4

既
存(

法
定)

特定健診(被扶
養者) 全て 男女

40
〜
74

被扶養
者 １ エ,オ,カ,ク

,ケ,シ

年度初めに、家族の健診受診に関する情報
提供を実施する。8月から開始する共同巡回
健診の案内も行う。また、パート先や地域
で実施する健診を受診する場合は、健診結
果を提出してもらい、粗品を進呈する。未
受診者には、受診督促を実施する。

ア,エ,ク
事業主に自社の健診受診率を示すとともに
、家族の健診受診につながるよう健保と事
業主が連携する。（家族健診の協働事業等
）

-
①継続
②継続
③継続
④継続

健診を受診することで、生活習慣病等の早
期発見、早期受診につなげる。また、国か
ら示された特定健診実施率に関する目標値
（85%）の達成を目指す。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

家族健診の協働事業(【実績値】69社　【目標値】令和2年度：160社)事業所と協働して家族健診受診率向上を目指す。事業所と協定書を取り交わすことで、被扶養者の健診受診状況の情報
を共有し、事業所から未受診者の被扶養者がいる被保険者に声掛けを行い、健診の受診を促してもらう。（令和２年より開始） 特定健診受診率(【実績値】35.4％　【目標値】令和2年度：47.5％)健診実施の促進：（受診率：60%以上）

共同巡回健診の実施人数増加(【実績値】2,091人　【目標値】令和2年度：2,510人)被扶養者への共同巡回健診の案内を自宅発送 -
冬季巡回健診の実施(【実績値】3％　【目標値】令和2年度：7％)冬季巡回健診（対象者約4,000人）の実施による家族の特定健診受診率の向上（＋3%） -

特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 １ エ,オ,ク,ケ

,コ,シ
特定健診を実施後、対象者を抽出し、組合
と契約する健診機関が特定保健指導を実施
する。最終評価終了後、健診機関より実施
データを受領する。

ア,ウ,キ,コ
事業主や事業所担当者に特定保健指導の実
施について、理解や協力を得るため訪問す
る。契約健診機関の渉外担当者や専門職と
打ち合わせの機会を設けるなど密接に連携
し、実施率向上を図る。

- 継続
特定保健指導を通して、対象者の生活習慣
の改善を図る。また、国から示された特定
保健指導の実施率に関する目標値は30%だ
が、当組合は45%を目指す。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

特定保健指導の実施率（被保険者）(【実績値】41.1％　【目標値】令和2年度：44％)当組合及び契約健診機関の保健師等が事業所を訪問し保健指導を行うことで、職場離脱の時間が短縮
できるよう工夫し、事業主の理解が得られやすく途中脱落の防止にもなる体制を構築。（令和２年度末の実績値は、最終評価が終了していないため、初回面談の実績値）

特定保健指導の実施率（全体）(【実績値】39.1％　【目標値】令和2年度：42％)動機づけ支援利用率：41.8%→45%以上
積極的支援利用率：37.4%→45%以上（令和２年度末の実績値は、最終評価が終了していないため、初回面談の実績値）

特定保健指導の実施率（被扶養者）(【実績値】3.2％　【目標値】令和2年度：4.5％)共同巡回健診を受診された保健指導対象者に保健指導を実施。（令和２年度末の実績値は、最終評価が
終了していないため、初回面談の実績値） -

組合推奨健診機関の広報(【実績値】1回　【目標値】令和2年度：1回)健診当日に保健指導を行うことができる健診機関は、とくに組合推奨健診機関として人間ドック等の院内健診受診者
に紹介することで、実施を促す。 -

保
健
指
導
宣
伝

2,4,5 既
存 機関誌発行 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ク,ス

「けんぽだより」は、事業所担当者向けに
法改正や保健事業の案内、健康情報等の情
報を掲載し年4回発行。なお、ホームページ
にもPDFで公開している。
「愛・けんぽ」は、事業所を通じて全被保
険者向けに年3回発行。手のひらサイズに折
りたたんであるため、賃金明細等に同封し
て配付している。なお、春は保健事業案内
、秋はインフルエンザの補助金案内等と歯
科健診の案内を掲載している。

ス - - 継続
「けんぽだより」・「愛・けんぽ」を通し
て、法改正や保健事業の案内、健康情報等
を広報する。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
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注3)
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実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制 予算額
(千円) 実施計画 事業目標 健康課題との関連対象

事業所 性別 年
齢 対象者

アウトプット指標 アウトカム指標
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けんぽだより発行回数(【実績値】4回　【目標値】令和2年度：4回)広報誌「けんぽだより」を全事業所宛てに配付。 アウトプットと同様のため。
(アウトカムは設定されていません)

愛・けんぽ発行回数(【実績値】3回　【目標値】令和2年度：3回)広報誌「愛・けんぽ」を事業所を通じて被保険者宛てに配付。（春号、インフルエンザ特集号、歯科健診特集号） -

3,4,6 既
存

愛健康サポー
ト事業[Step4]
受診勧奨

全て 男女
16
〜
74

基準該
当者 ３ イ,ウ,オ,ク

,シ

愛・健康サポート事業の[Step1]巡回事業所
健診後に当組合基準に該当している人で、
医療機関を受診されない方に対して、通知
、電話、面談により受診勧奨を行う。医療
機関に受診しているかどうかの有無は、職
員がレセプトを目視により確認している。
また、平成25年度からは事業所参加型の仕
組み（コラボヘルス・ワン）を導入した。
参加事業所は、当組合から対象者の医療機
関受診有無の情報提供を受けることができ
、事業所の健康管理に活用できる。[通知]　
健診から6か月後と11か月後に通知を行う[
特別健康支援ⅠおよびⅡ]　2年連続で医療機関
への受診がない場合は、保健師による電話
受診勧奨を行う[特別健康支援Ⅲ]　当組合の
特別健康支援Ⅲの基準に該当している人に対
して、保健師による面談を行う。

ア,イ,ウ
コラボヘルス・ワンに参加する事業所対象
者へ医療機関の受診状況に関するデータを
提供。

- 継続 健診後の医療機関受診勧奨成功率の向上と
生活習慣病の重症化予防

事業所健診の結果、医療機関の受診が必要と
なる方（要精密検査・要医療）で未受診者に
は、受診勧奨通知を送付しているが、通知に
よる受診者は、18.9%であり、およそ3,400人
が未受診である。また、脳血管疾患等の重症
疾患発症者を調査したところ、40歳代から急
増しており、高リスク者は623人となっている
。

コラボヘルス・ワン事業所参加率(【実績値】47.1％　【目標値】令和2年度：48.5％)コラボヘルス・ワンの事業所参加率の向上 受診勧奨成功率(【実績値】15.4％　【目標値】令和2年度：22.6％)受診勧奨全体の成功率（令和２年度の実績値は、支援途中のため令和元年度の実績値）

特別健康支援Ⅲ実施率(【実績値】32％　【目標値】令和2年度：41％)特別健康支援Ⅲの保健指導実施率（令和２年度の実績値は、支援途中のため令和元年度の実績値） 特別健康支援Ⅲによる医療機関受診率(【実績値】36.5％　【目標値】令和2年度：43.4％)特別健康支援Ⅲ実施者のうち、医療機関受診率（令和２年度の実績値は、支援途中のため令和元年度
の実績値）

2,5,6 既
存

前期高齢者健
康支援 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 １ ス

参加者のロコモ予防として、歩数、体重、
血圧、その他（フリー）に関連して目標を
立て、10月の１か月間、目標の達成状況に
ついて、記録をつける。キャンペーン期間
中、20日間取り組み、アンケートに回答し
た対象者に記念品を進呈する。さらに、健
康管理用品の有償斡旋も行う。また、希望
者には、家庭訪問型健康支援を実施する。

ス - - 継続

ロコモティブシンドロームを予防し、自立
して健康に暮らせる「健康寿命」の延伸を
目指す。キャンペーンや健康イベントを通
して日ごろの健康状態を把握して生活習慣
病や認知症を予防することにより、将来医
療費の減少を図り、納付金の抑制をにつな
げる。

該当なし

情報提供資料の配付(【実績値】3,135人　【目標値】令和2年度：6,000人)ロコモティブシンドローム関連の情報を対象者自宅に配付。（55歳以上） 前期高齢者一人当たり給付費(【実績値】374,200円　【目標値】令和2年度：337,300円)決算概要表の前期高齢者1人あたり給付費の額
キャンペーン参加率(【実績値】3.5％　【目標値】令和2年度：4.4％)ロコモ予防キャンペーンへの参加率 -

2,5,6 既
存

家族で取り組
むかぜ・むし
歯予防キャン
ペーン

全て 男女
0

〜
6

加入者
全員 １ カ,ケ

未就学児世帯に10月〜12月にかけてキャン
ペーン（エントリー型）展開をする。エン
トリーをするには、エントリーハガキをポ
ストに投函する。該当世帯に案内リーフレ
ット、カレンダーとシールを送付。リーフ
レットには乳幼児医療制度の仕組み（子供
医療費はタダじゃない）やかぜ予防のコツ
や歯みがきの方法が載せてある。エントリ
ーをすると、歯ブラシをプレゼント、最後
のアンケートに答えると、つよい子賞をプ
レゼント。

エ,ケ
当組合が中心となり、他の健康保険組合も
キャンペーンの企画を採用。（一部自治体
も参加）組合間のデータ比較も実施してい
る。

- 継続 乳幼児医療制度の周知および呼吸器系疾患
予防の手洗いうがい・歯みがきの習慣化。

被扶養者の医療費で、呼吸器系疾患の医療費
が突出して多い。年齢別でみると、0〜6歳で
およそ50%、7~12歳で20%を占める。また、
月別で見ると、10月から上昇し、3月でピーク
となる。

キャンペーン参加率(【実績値】33％　【目標値】令和2年度：36.6％)対象者のキャンペーンへの参加率 かぜの症状が減少したと回答した割合(【実績値】44.8％　【目標値】令和2年度：47.5％)アンケート結果で、かぜの症状が昨年同時期よりも減ったと回答した割合。（平成29年度の実績値
は、集計途中のため平成28年度の実績値）

習慣づけ(【実績値】71％　【目標値】令和2年度：75.5％)キャンペーンにより手洗い・うがい・歯みがきの習慣づけが、「できた」「どちらかといえばできた」と回答したアンケート回
答率。（平成29年度の実績値は、集計途中のため平成28年度の実績値）

未就学児1人当たり医療費(【実績値】18,845円　【目標値】令和2年度：17,924円)キャンペーン実施前後の「未就学児1人当たり医療費（急性上気道炎症）」の額。（令和２年度の実績値は
、集計途中のため令和元年度の実績値）かぜキャン効果検証参照。

8割負担周知率(【実績値】72％　【目標値】令和2年度：75.9％)子どもの医療について、健保組合が8割負担していることを知っていたものの割合。 -

1,2,5 既
存

禁煙お助け事
業 全て 男女

20
〜
74

加入者
全員 １ ス

「チャレンジ！禁煙」：禁煙パッチ、ガム
などの禁煙補助剤の購入費用の補助を行い
、その後アンケートで禁煙に成功したかど
うかの確認を行う。（希望者には、電話に
よる禁煙サポートを実施）また、事業所か
ら禁煙について講話等の依頼があった場合
には、保健師を派遣し「禁煙セミナー」を
行う。
「禁煙外来・オンライン禁煙外来」：医療
機関へ出向くかビデオ通話機能を用いて、
医師による禁煙外来を実施。（処方薬を服
用）

キ 電話による禁煙サポートを健診機関に委託
。 - 継続

禁煙をしたい人へ禁煙パッチ、ガムなどの
禁煙補助剤の購入費用の補助や通信タイプ
の禁煙プログラムの費用補助を通して禁煙
サポートを実施する。「禁煙セミナー」を
通じて、事業主と喫煙者に対して受動喫煙
防止に対する意識付けを行う。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心
疾患の発症が急増する。その疾患の原因とな
る高血圧については、愛知県との比較におい
ても概ね前年代で高い傾向がある。また、喫
煙率については、60歳を過ぎると急激に低下
していくものの、40歳代は高い状況にある。
喫煙は、生活習慣病の最大の危険因子である
ことから、禁煙に向かう行動変容を促す必要
がある。また、肥満（BMI）については、40
歳代が高い状況である。

禁煙お助け事業の参加者(【実績値】0人　【目標値】令和2年度：6人)禁煙お助け事業の参加者数。 喫煙率(【実績値】33.4％　【目標値】令和2年度：32％)巡回事業所健診の受診者を対象とした喫煙者の割合。
禁煙セミナー実施事業所(【実績値】2社　【目標値】令和2年度：3社)「禁煙セミナー」を行った事業所数。 -

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
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アウトプット指標 アウトカム指標
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2,8 既
存 健康ウォーク 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ア,ケ,ス

健保連愛知連合会が主催するウォーキング
大会で愛鉄連専用受付ブースを設置。参加
賞とお茶と軽食などを配付する。リピート
率向上のため、参加をすると「aiポイント」
がたまり、ポイント数に応じて記念品をプ
レゼントする。

ア,エ,ケ - -
継続 
今年度実施しない理由：新型コロナウイルス感染拡大のため

ウォーキングの習慣付けを行い、生活習慣
病の予防や心身のリフレッシュ等健康増進
に役立てる。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心
疾患の発症が急増する。その疾患の原因とな
る高血圧については、愛知県との比較におい
ても概ね前年代で高い傾向がある。また、喫
煙率については、60歳を過ぎると急激に低下
していくものの、40歳代は高い状況にある。
喫煙は、生活習慣病の最大の危険因子である
ことから、禁煙に向かう行動変容を促す必要
がある。また、肥満（BMI）については、40
歳代が高い状況である。

イベント参加率(【実績値】45％　【目標値】令和2年度：47.4％)参加率向上のため、周知に努め、事業所掲示用ポスターの配付、個人向けに申込書付きの案内を事業所経由で配付。個人
向け申込書で事業を知った参加率をアンケートで調査。

アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

新規参加者率向上(【実績値】14.8％　【目標値】令和2年度：17.2％)運動習慣づけのきっかけとなるよう、新規参加者を増やす。（aiポイントが初めて付与された割合） -

2,5,6 既
存

新入社員向け
社会保険概要
説明

全て 男女
16
〜
74

加入者
全員 １ ス

毎年4月頃、加入事業所の新入社員に対して
社会保険の仕組みの概要説明と組合の保健
事業、健康講話を実施。当組合の職員が事
業所へ出向き健康保険、年金、介護、労災
保険、雇用保険について30分〜1時間30分
かけて説明する。概要説明には、「社会保
険の知識」という小冊子を使用。

ケ 希望日に実施できるよう保健師を確保する
ため、外部機関に委託することもあり。 - 継続

新入社員に対する社会保険の仕組みを周知
。また、希望する事業所には保健師による
健康講話を実施することにより、若年層の
健康意識の啓発を図る。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

概要説明実施事業所(【実績値】28社　【目標値】令和2年度：32社)新入社員に対し、社会保険全体や健康保険の概要を説明周知させる。 概要説明等実施率(【実績値】5.3％　【目標値】令和2年度：7.6％)全事業所に対する社会保険等説明会を行った事業所の割合。
健康講話実施事業所(【実績値】18社　【目標値】令和2年度：22社)保健師による健康講話を実施。 -

2,6 既
存

愛けんぽファ
ミリー健康相
談

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス

通話料・相談料無料・匿名可。24時間年中
無休で医師や保健師・看護師等の専門スタ
ッフが対応。メールでも対応可。受診勧奨
対象者の相談窓口としても活用。

ケ ティーペック(株)へ電話相談を業務委託。 - 継続 加入員の健康相談窓口。緊急性のない時間
外受診の抑制。

被扶養者の医療費で、呼吸器系疾患の医療費
が突出して多い。年齢別でみると、0〜6歳で
およそ50%、7~12歳で20%を占める。また、
月別で見ると、10月から上昇し、3月でピーク
となる。

利用者数増加(【実績値】1,473人　【目標値】令和2年度：1,536人)特に未就学児の医療費が高い特徴があるため、ターゲットを絞り広報する。受診勧奨対象者にも広報する。 アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

8 新
規

ａｉヘルスア
ップポイント
事業

全て 男女
16
〜
74

加入者
全員 １ ケ,シ,ス

組合の重点課題である家族の健診受診率の
向上と個人向け健康情報ポータルサイト「P
ep Up」の登録促進を図るため、加入事業所
規模ごとで目標値を設定し、目標を達成で
きた事業所に「aiヘルスアップポイント」を
進呈。（家族健診については、受診人数に
応じてもポイントを付与する）ポイントは
、事務用品や常備薬と交換できる。

ア,ケ 「aiヘルスアップポイント」の仕組みは、(
株)あまの創健が運営・管理を行う。 - 継続

家族の健診受診率を向上させることにより
、特定健診実施率の目標値達成を目指す。
また、「Pep Up」の登録を推進する。

該当なし

健診受診率(【実績値】-　【目標値】令和2年度：81％)特定健診受診率を向上させる。（全体） アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

「Pep Up」登録率(【実績値】-　【目標値】令和2年度：25％)ポイントの付与条件となっている「Pep Up」登録率。 -

2,5,6 既
存

健康づくりセ
ミナー 全て 男女

16
〜
74

加入者
全員,定
年退職
予定者

１ シ

事業所の希望に応じて、健康セミナーを実
施。（事業所の健康課題やニーズにより内
容を決定）
健康、栄養、禁煙、メンタルヘルスをはじ
め、塩分感受性テストや血糖値測定などの
体験型のセミナーも実施している。

ア,イ,ウ,カ
,キ,ケ,コ

各種セミナーは、主に組合の保健師が実施
する。内容に応じて、外部機関（健診機関
や自治体の保健所等）と連携して実施する
。

- 継続
健康セミナーを実施することで、参加者の
生活習慣、運動習慣など健康意識を啓発し
、生活習慣病を予防する。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心
疾患の発症が急増する。その疾患の原因とな
る高血圧については、愛知県との比較におい
ても概ね前年代で高い傾向がある。また、喫
煙率については、60歳を過ぎると急激に低下
していくものの、40歳代は高い状況にある。
喫煙は、生活習慣病の最大の危険因子である
ことから、禁煙に向かう行動変容を促す必要
がある。また、肥満（BMI）については、40
歳代が高い状況である。

健康セミナーの開催(【実績値】11回　【目標値】令和2年度：17回)健康セミナーの開催状況。 事業所が主体的に取り組む必要があり、量より質を重視しているためアウトカムを設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

2,3,4,
5,6

既
存

糖尿病性腎症
等の重症化予
防

全て 男女
16
〜
74

基準該
当者 １ エ,オ,ク

脳血管疾患、虚血性心疾患の既往者と糖尿
病等の重症化予防として、生活習慣改善指
導プログラムを主治医と連携して委託先が
実施する。また、糖尿病の重症化予防を目
的とした宿泊型保健指導プログラムも加入
員に提供する。

ア,ケ
生活習慣改善指導プログラム：株式会社PR
EVENTに委託。
宿泊型保健指導プログラム（スマート・ラ
イフ・ステイ）：あいち健康プラザに委託
。

- 継続
脳血管疾患、虚血性心疾患の既往者と糖尿
病等の重症化を予防する。（人工透析に移
行する患者を減らす）

該当なし

生活習慣改善指導プログラム参加者(【実績値】-　【目標値】令和2年度：10人)生活習慣改善指導プログラムの参加者。対象者は組合で選定。 糖尿病予備軍の率(【実績値】6.2％　【目標値】令和2年度：6.2％)健助プログラムの検査項目間の比較で、HbA1ⅽと空腹時血糖の両方とも予備軍となる割合。（小数点第1を四捨五入）
宿泊型保健指導プログラム参加者(【実績値】-　【目標値】令和2年度：30人)宿泊型保健指導プログラムの参加者。対象者は組合で抽出し、希望者に実施。 -

2,4,6 新
規

服薬指導を中
心とした健康
支援（薬局保
健指導）

全て 男女
16
〜
74

基準該
当者 １ オ,ク

重複（多剤）投与や頻回受診、重複受診が
疑われる加入員に対し、薬局の薬剤師によ
る保健指導を実施する。支援期間は４か月
間で初月は対面、２か月目以降は電話によ
る支援となっている。

ウ,キ,ケ
株式会社薬事政策研究所に委託。保健指導
は、株式会社薬事政策研究所と契約した調
剤薬局の薬剤師が実施する。

- 継続
重複（多剤）投与や頻回受診、重複受診が
疑われる加入員に保健指導を実施するする
ことで、医療費の適正化を図る。

該当なし

保健指導プラグラム参加者(【実績値】-　【目標値】令和2年度：10人)保健指導プログラムの参加者。対象者は組合で選定。 医療機関の受診抑制にもつながりかねないので、プログラムに参加してもらい、意識を啓発することを目的とするため、アウトカムを設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制 予算額
(千円) 実施計画 事業目標 健康課題との関連対象

事業所 性別 年
齢 対象者

アウトプット指標 アウトカム指標
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疾
病
予
防

3 既
存

愛健康サポー
ト事業[Step1]
巡回事業所健
診

全て 男女
16
〜
74

被保険
者 １ ス

全被保険者を対象に、生活習慣病を対象と
した健診を実施し、現在の身体状況を把握
し、生活習慣改善に役立てる。血液検査の
種類が充実している他に、オプション検査
項目として、胃のバリウム検査、前立腺(PS
A)検査がある。愛知県内を10以上の地区に
分け、地区ごとで健診機関と契約を行って
いる（1地区1健診機関制）。各地区の健診
機関は健診の時期が来たら、担当地区の事
業所と調整を行い、健診を実施する。この
健診を受ければ、[Step2]保健指導、[Step3
]再検査、[Step4]受診勧奨の仕組みを順番で
、事業所は従業員の健康管理ができるよう
になっている。

ア,キ

健診受診の利便性を高めるため、健診機関
と契約し、巡回にて健診を実施する。（契
約外の健診機関で実施する場合は補助金払
いとする）
毎年、健診受診率に関する資料を送付し、
全員受診を促す。

- 継続 生活習慣病予防健診の受診率向上と早期発
見。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心
疾患の発症が急増する。その疾患の原因とな
る高血圧については、愛知県との比較におい
ても概ね前年代で高い傾向がある。また、喫
煙率については、60歳を過ぎると急激に低下
していくものの、40歳代は高い状況にある。
喫煙は、生活習慣病の最大の危険因子である
ことから、禁煙に向かう行動変容を促す必要
がある。また、肥満（BMI）については、40
歳代が高い状況である。

巡回事業所健診の実施(【実績値】83.6％　【目標値】令和2年度：86.7％)原則、契約健診機関が事業所を巡回して実施。やむを得ず契約外の機関で受診する場合も健診結果の提出を求め、
費用補助を行う。

アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

2,4,6 既
存

愛健康サポー
ト事業[Step2]
健康支援 全て 男女

16
〜
74

被保険
者 １ イ,オ,ク,ケ

巡回事業所健診後に有所見者に対して、生
活習慣改善のための保健指導を実施。巡回
事業所健診を実施した同一健診機関が事業
所に保健指導を行うように連絡する。対象
者リストに基づき、事業所は保健指導を実
施する。

ア,キ,コ
事業主および事業所担当者に理解協力を得
るため、事業所訪問を実施する。保健指導
は、巡回事業所健診と同一の健診機関が実
施する。（一部、組合保健師が保健指導を
実施する場合あり）

- 継続
若年者や特定保健指導に該当しない有所見
者に生活習慣改善のための面談指導を実施
することで、生活習慣を改善し生活習慣病
を予防する。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心
疾患の発症が急増する。その疾患の原因とな
る高血圧については、愛知県との比較におい
ても概ね前年代で高い傾向がある。また、喫
煙率については、60歳を過ぎると急激に低下
していくものの、40歳代は高い状況にある。
喫煙は、生活習慣病の最大の危険因子である
ことから、禁煙に向かう行動変容を促す必要
がある。また、肥満（BMI）については、40
歳代が高い状況である。
事業所健診の結果、医療機関の受診が必要と
なる方（要精密検査・要医療）で未受診者に
は、受診勧奨通知を送付しているが、通知に
よる受診者は、18.9%であり、およそ3,400人
が未受診である。また、脳血管疾患等の重症
疾患発症者を調査したところ、40歳代から急
増しており、高リスク者は623人となっている
。

利用率増加(【実績値】21.3％　【目標値】令和2年度：23.3％)個別に面談・アドバイスを行い、生活習慣の改善を促す。 有所見者の割合減(【実績値】66.3％　【目標値】令和2年度：64.6％)特定保健指導の対象とならない非肥満のリスク保持者や、服薬、若年者への保健指導機会として活用。

3 既
存

人間ドック、
脳健診及びが
ん健診

全て 男女
30
〜
74

加入者
全員 １ ウ,エ,オ,ケ

,コ,シ

個人向け健診として、加入員がいつでも受
診できるようにしている。契約健診機関は8
0以上ある。申込みにより、利用券を発行し
、自己負担分を窓口で支払うだけで受診で
きる。契約健診機関以外でも補助金対応し
ている。補助金額は、７割または21,000円
まで補助（どちらか低い方）

ア,キ 受診者の利便性を高めるため、多くの利用
者が見込まれる健診機関と契約している。 - 継続 生活習慣病予防健診、がん健診の受診率向

上と早期発見。
がんの罹患は、30歳代から出始める。（子宮
頸がんは、20歳代）組合員のがん検診受診率
を見ると、特に婦人科（乳がん・子宮頸がん
）が低い。

人間ドック受診率向上(【実績値】13％　【目標値】令和2年度：13.8％)受診機会拡大のため、被保険者は事業所健診との併用可。契約健診機関以外でも補助金対応をしている。契約健診
機関とは、特定健診のみの受診もできるよう契約し、とくに被扶養者の受診率向上に期待する。女性の乳がん・子宮がん健診受診率向上。

アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

乳がん健診受診率向上(【実績値】21.1％　【目標値】令和2年度：25.5％)マンモグラフィー受診率。 -

3 既
存 共同巡回健診 全て 男女

30
〜
74

加入者
全員 １ ア,エ,オ,カ

,ス
東海地方を中心に各地域に複数の会場を設
置し、健診を行う。29年度からは、会場数
は少ないが全国に対象地域を広げて実施。
（被保険者は、婦人科健診のみ受診可）

エ
女性は愛知県を中心とする他健保（46組合
）との共同事業のため。会場を複数設置で
き、乳がん・子宮がん健診をはじめとした
がん健診も受診可能。男性は、他健保との
共同事業で生活習慣病健診を実施。

- 継続

女性対象者は30歳以上とし、特定健診の対
象となる前から健診の受診を習慣づけ、早
期発見につなげる。（男性対象者は40歳以
上）
対象者自宅あてに案内を送付することで受
診率向上を図る。

がんの罹患は、30歳代から出始める。（子宮
頸がんは、20歳代）組合員のがん検診受診率
を見ると、特に婦人科（乳がん・子宮頸がん
）が低い。

未受診者督促の回数(【実績値】1回　【目標値】令和2年度：1回)督促を兼ねて、冬季巡回健診の案内、パート先や住民健診等で受診済みの方には結果報告を依頼。 女性被扶養者受診率向上(【実績値】19.4％　【目標値】令和2年度：21.8％)被扶養者女性受診率。

2 既
存

疾病予防薬の
無償配付 全て 男女

16
〜
74

被保険
者 １ ス

かぜやインフルエンザが流行する前の10月
に家庭用常備薬を価格に応じた点数制で無
償配付。かぜやインフルエンザ対策用品の
品揃えを多くし他の医薬品に比べ点数を低
く抑え選びやすくしている。

ス 事業所を通して申込書の配付と取りまとめ
を行う。 - 継続

かぜやインフルエンザの流行前に予防に関
する情報提供も併せて実施。セルフメディ
ケーション・ヘルスリテラシーの向上を目
指す。配付した医薬品を使用することで医
療機関を受診せず軽症の内に手当てするこ
との大切さも啓発。医薬品を希望しない方
にも対応できるよう体温計や歩数計などの
健康管理用品も含めている。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

ヘルスリテラシーの向上のための情報提供(【実績値】1回　【目標値】令和2年度：2回)申込書配付時に各種情報提供を併せて実施。 セルフメディケーションの向上(【実績値】68.9％　【目標値】令和2年度：74％)セルフメディケーションの向上(配付した常備薬を利用したことで医療機関へ行かなかった割合)をアンケート
で調査。

2,3,4 既
存 歯科健診 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ウ,ク

他健保と共同して行う「集団健診」、個別
に歯科医院を受診する「個別健診」を実施
。事業所で希望する場合は、契約歯科健診
機関が事業所を訪問して実施する。

エ,キ 受診機会の拡大、健診費用を全額補助とす
ることで、受診しやすい環境を整備。 - 継続

歯科に関する情報提供を健診案内と同時に
実施し、意識・知識の向上と健診受診を促
す。歯科関連医療費の抑制を図る。

歯科関連疾病の実患者数を見ると、0から12歳
が最も高い。

事業所での集団健診件数増加(【実績値】2社　【目標値】令和2年度：11社)- 受診人数の増加(【実績値】539人　【目標値】令和2年度：780人)「集団健診」では、大人には口腔内カメラを使用して自身の状態を認識することで関心度を高める。希望者にはフッ素塗布
も実施。

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制 予算額
(千円) 実施計画 事業目標 健康課題との関連対象

事業所 性別 年
齢 対象者

アウトプット指標 アウトカム指標
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1,2,3 既
存

インフルエン
ザ予防接種 全て 男女

0
〜
64

基準該
当者 １ ス

被保険者には契約健診機関が事業所を巡回
して接種し、職場離脱時間の抑制と集団感
染予防を図る。また、家族からの感染予防
、特に未就学児の呼吸器系疾患医療費が高
いため、家族に対しても補助を実施。

コ,ス
健診機関との契約。家族に対しては、健保
連愛知連合会と愛知県医師会との共同事業
を利用し、対象者に接種補助券を配付する
。

- 継続
指定機関で実施できない場合は、償還払い
を行い接種率の向上を図る。本人の意識・
行動変容につながるよう広報も行う。

被扶養者の医療費で、呼吸器系疾患の医療費
が突出して多い。年齢別でみると、0〜6歳で
およそ50%、7~12歳で20%を占める。また、
月別で見ると、10月から上昇し、3月でピーク
となる。

接種率の向上(【実績値】45.7％　【目標値】令和2年度：50.5％)- ワクチンの流通量やインフルエンザの流行時期等により条件が一定ではなく、また、直接医療費の抑制や罹患率の減少に結び付かないため。
(アウトカムは設定されていません)

体
育
奨
励

8 既
存

球技大会の開
催 全て 男女

16
〜
74

被保険
者 １ ス 母体である鉄工連合会との共催で、野球大

会・卓球大会を実施。 ス 各地域に設立する鉄工会支部が中心となり
、運営は、体育奨励実行委員会で行う。 - 未定 加入者の健康増進、体力維持、職場のコミ

ュニケーション活性化。
該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

参加人数(【実績値】11人　【目標値】令和2年度：0人)-
参加者の減少。29年度は野球大会が中止となった経緯もあり、母体団体でも事業継続の可否が問われている。また、当組合加入者の参加が少なく、参加による効果検証が不可能であるため
。
(アウトカムは設定されていません)

2 既
存

各種施設の利
用補助 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

東海地方を中心にプールや遊園地、水族館
等のレジャー施設と契約し、利用料金の補
助を実施。

ケ
団体契約をすることで割安な契約料金を引
き出すことができ、加入者に有利となって
いる。

- 継続
事業所の親睦や家族との時間を共有し、心
身のストレス解消やコミュニケーションを
活性化に役立てる。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業
）

利用者増加のための広報(【実績値】4回　【目標値】令和2年度：4回)広報誌や施設からの提供販促物品を用いた広報を行う。 レジャーの多様化に伴い、利用者の減少は止まらず。事業継続も検討する時期に来ていると考えているため。
(アウトカムは設定されていません)

予
算
措
置
な
し

3,8

既
存(

法
定)

特定健診デー
タの保険者間
の連携

全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 １ ス

退職するとき、本人もしくは他の保険者か
ら求められた場合、過去の健診データを提
供する。
新規の加入者もしくは他の保険者から提供
された加入前の健診データを継続して管理
する。

オ - - 継続 高齢者の医療の確保に関する法律にある保
険者間の特定健診等データの移動の運用。 該当なし

データの移動件数(【実績値】-　【目標値】令和2年度：10件)保険者間の特定健診等データの移動を該当者がいた場合、実施する。 数値目標を設定できないため。
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報作成又は情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制 予算額
(千円) 実施計画 事業目標 健康課題との関連対象

事業所 性別 年
齢 対象者

アウトプット指標 アウトカム指標
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STEP４-１ 事業報告
事業の一覧
職場環境の整備

1 コラボヘルス推進事業
2 「健康白書」の配付
3 健康宣言事業

加入者への意識づけ
1 個人向け健康情報ポータルサイト「Pep Up」
2 健康課題に関するポスター配付
3 医療費のお知らせ
4 ジェネリック通知

個別の事業
1 特定健診(被保険者)
2 特定健診(被扶養者)
3 特定保健指導
4 機関誌発行
5 愛健康サポート事業[Step4]受診勧奨
6 前期高齢者健康支援
7 家族で取り組むかぜ・むし歯予防キャンペーン
8 禁煙お助け事業

10 新入社員向け社会保険概要説明
11 愛けんぽファミリー健康相談
12 愛健康サポート事業[Step1]巡回事業所健診
13 愛健康サポート事業[Step2]健康支援
14 人間ドック、脳健診及びがん健診
15 共同巡回健診
16 疾病予防薬の無償配付
17 球技大会の開催
18 各種施設の利用補助
19 歯科健診
20 インフルエンザ予防接種
21 ａｉヘルスアップポイント事業
22 健康づくりセミナー
23 特定健診データの保険者間の連携
24 糖尿病性腎症等の重症化予防
25 服薬指導を中心とした健康支援（薬局保健指導）
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コラボヘルス推進事業

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員

【 保健事業の基盤 】職場環境の整備
1 事業名

健康課題との関
連

分類

注1)事業分類 計
画

1-イ,1-ウ,2,4-オ,4-
カ,5-ア,5-イ,5-ウ,
5-オ,6

実施主体 計
画 ３．健保組合と事業主との共同事業 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績

1-イ, 1-ウ, 2, 4-オ,
4-カ, 5-ア, 5-イ, 5-
ウ, 5-オ, 6

実
績 ３．健保組合と事業主との共同事業

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 イ,オ,ク,ケ,シ 実施方法 計

画
重症化予防のための受診勧奨を事業所と協働して実施する。また、従業員の健康づくりの
ためのセミナー等の実施。（コラボヘルス・ワン） 予算額 -千円

実
績 イ,オ,ク,ケ,シ 実

績
重症化予防のための受診勧奨を事業所と協働して実施する。また、従業員の健康づくりの
ためのセミナー等の実施。（コラボヘルス・ワン）

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,コ 実施体制 計

画

センシティブ情報を扱うため、事業所と情報提供のための覚書を取り交わし、更に受診勧
奨の協働実施は、申し出制とし、労務管理に使用しないことの誓約書の提出を受けている
。
セミナーの開催は当組合保健師の他、契約健診機関や、自治体の保健師等の社会資源も活
用。

決算額 595 千円

実
績 ア,コ 実

績

センシティブ情報を扱うため、事業所と情報提供のための覚書を取り交わし、更に受診勧
奨の協働実施は、申し出制とし、労務管理に使用しないことの誓約書の提出を受けている
。
セミナーの開催は当組合保健師の他、契約健診機関や、自治体の保健師等の社会資源も活
用。

実施計画
(令和2年度)

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心疾患の発症が急増する。その疾患の原因となる高血圧については、愛知県との比較においても概ね前年代
で高い傾向がある。また、喫煙率については、60歳を過ぎると急激に低下していくものの、40歳代は高い状況にある。喫煙は、生活習慣病の最大の危
険因子であることから、禁煙に向かう行動変容を促す必要がある。また、肥満（BMI）については、40歳代が高い状況である。

事業所健診の結果、医療機関の受診が必要となる方（要精密検査・要医療）で未受診者には、受診勧奨通知を送付しているが、通知による受診者は、1
8.9%であり、およそ3,400人が未受診である。また、脳血管疾患等の重症疾患発症者を調査したところ、40歳代から急増しており、高リスク者は623人
となっている。

継続
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「健康白書」の配付

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員

振り返り

評価 ３．60%以上
事業目標
事業所における健康機運の醸成。従業員の健康に対する事業主の関心度向上、被保険者自身の健康への意識啓発。受診勧奨対象者の医療機関受診率を向上。

アウトプット指標
「コラボヘルス・ワン」参加事業所（【平成29年度末の実績値】253社【計画値/実績値】令和2年度：280社/326社　【達成度】116.4%）「コラボヘルス・ワン」の参加事業所数。[-] 
アウトカム指標

 
事業所が主体的に取り組む必要があり、量より質を重視しているためアウトカムを設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

2 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画
1-
イ 実施主体 計

画 ３．健保組合と事業主との共同事業 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 新規
実
績

1-
イ

実
績 ３．健保組合と事業主との共同事業

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画
各事業所において、従業員（被保険者）に対する健康機運を醸成させるための健康づくり活動が必要である
。事業所目線で作成した資料（事業所別の収支状況や健康課題）を作成し、事業所訪問を行う。また、経営
者は同規模事業所の他社に関心を示すことから、組合の健康課題である「血圧」・「禁煙」・「メタボ」の
他、血液検査項目のランキングを作成し、同規模事業所内での自社の位置を知ってもらう。

予算額 -千円

実
績 シ 実

績
各事業所において、従業員（被保険者）に対する健康機運を醸成させるための健康づくり活動が必要である
。事業所目線で作成した資料（事業所別の収支状況や健康課題）を作成し、事業所訪問を行う。また、経営
者は同規模事業所の他社に関心を示すことから、組合の健康課題である「血圧」・「禁煙」・「メタボ」の
他、血液検査項目のランキングを作成し、同規模事業所内での自社の位置を知ってもらう。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 健康白書については、組合でデータを分析し、作成する。 決算額 - 千円

実施状況・時期  随時
成功・推進要因  事業所訪問や健康経営に取り組む企業が増えてきたこともあり、コラボヘルス・ワンの参加事業所の増加につながった。
課題及び阻害要因  加入事業所が多いため、すべての事業所に周知することが難しい。また、訪問できる事業所の数も限られてしまう。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心疾患の発症が急増する。その疾患の原因となる高血圧については、愛知県との比較においても概ね前年代
で高い傾向がある。また、喫煙率については、60歳を過ぎると急激に低下していくものの、40歳代は高い状況にある。喫煙は、生活習慣病の最大の危
険因子であることから、禁煙に向かう行動変容を促す必要がある。また、肥満（BMI）については、40歳代が高い状況である。
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健康宣言事業

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員

実
績 ア 実

績 健康白書については、組合でデータを分析し、作成する。
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標
事業所における健康意識の向上と健康づくり活動を推進する。

アウトプット指標
事業主の関心度（【平成29年度末の実績値】73.3％【計画値/実績値】令和2年度：76.5％/62.1％　【達成度】81.2%）毎年10月に実施するアンケートで「従業員の健康に対する事業主の関心度」を調
査。「高い」「どちらかと言えば高い」と回答した率。[-] 
アウトカム指標

 
事業所における健康意識の向上を目的としているため。
(アウトカムは設定されていません)

3 事業名

健康課題との関
連

分類
注1)事業分類 計

画
1-
ウ 実施主体 計

画 ３．健保組合と事業主との共同事業 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存
実
績

1-
ウ

実
績 ３．健保組合と事業主との共同事業

事業の内容
対象者 計

画

継続

実施状況・時期  9月
成功・推進要因

 
ランキング形式にしたことや、訪問時に持参して説明した事業所には関心を持ってもらえた。
また、健康経営優良法人の申請時にこの資料を使いたいという要望があったため、9月に送付した。

課題及び阻害要因  加入事業所が多いため、訪問できる事業所数に限りがある。資料を送付しただけでは、ランキングを見るだけで内容や組合の意図まで伝えきれなかった。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心疾患の発症が急増する。その疾患の原因となる高血圧については、愛知県との比較においても概ね前年代
で高い傾向がある。また、喫煙率については、60歳を過ぎると急激に低下していくものの、40歳代は高い状況にある。喫煙は、生活習慣病の最大の危
険因子であることから、禁煙に向かう行動変容を促す必要がある。また、肥満（BMI）については、40歳代が高い状況である。

事業所健診の結果、医療機関の受診が必要となる方（要精密検査・要医療）で未受診者には、受診勧奨通知を送付しているが、通知による受診者は、1
8.9%であり、およそ3,400人が未受診である。また、脳血管疾患等の重症疾患発症者を調査したところ、40歳代から急増しており、高リスク者は623人
となっている。

がんの罹患は、30歳代から出始める。（子宮頸がんは、20歳代）組合員のがん検診受診率を見ると、特に婦人科（乳がん・子宮頸がん）が低い。
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実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画
「健康白書」の配付により、事業所の健康課題を共有することで、事業主の意識を高め、自社の「健康経
営」の実践につなげる。 予算額 -千円

実
績 シ 実

績
「健康白書」の配付により、事業所の健康課題を共有することで、事業主の意識を高め、自社の「健康経
営」の実践につなげる。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 職員が事業所を訪問し、事業主の意識を高め、健康づくり活動の機運を高める。 決算額 595 千円
実
績 ア 実

績 職員が事業所を訪問し、事業主の意識を高め、健康づくり活動の機運を高める。
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標
「健康宣言」実施事業所の増加。「健康経営優良法人」認定事業所の増加。

アウトプット指標  「健康宣言」実施事業所数（【平成29年度末の実績値】23社【計画値/実績値】令和2年度：60社/117社　【達成度】195.0%）-[-] 
アウトカム指標

「健康経営優良法人」認定事業所数（【平成29年度末の実績値】10社【計画値/実績値】令和2年度：31社/70社　【達成度】225.8%）事業主の従業員の健康に対する意識の向上。健康づくり活動への
関心度・理解度を高める。[-] 

継続

実施状況・時期
 
健康宣言提出事業所：117社
9月：未提出事業所へ健康宣言書を送付。

成功・推進要因  健康経営の考え方が浸透してきたことや未提出事業所に健康宣言の案内を送付したことにより事業の周知。
課題及び阻害要因  加入事業所が多く、事業の周知が難しい。

48



個人向け健康情報ポータルサイト「Pep Up」

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者,被扶養者,基準該当者

【 保健事業の基盤 】加入者への意識づけ
1 事業名

健康課題との関
連
分類

注1)事業分類 計
画

2,3-ア,3-イ,5
-ア,5-イ,5-ウ,
5-キ

実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 新規

実
績

2, 3-ア, 3-イ, 
5-ア, 5-イ, 5-
ウ, 5-キ

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者,被扶養者,基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 ア,エ 実施方法 計

画
被保険者・被扶養配偶者を対象に、ICTを活用した事業を実施。自身の健診結果の閲覧や、結果
に応じた健康情報の配信、随時イベントを開催し、健康への意識変容、行動変容を促す。イベン
ト参加や、健診結果、健診結果に基づく健康年齢の改善によってポイントを付与し、個人へのイ
ンセンティブも同時に行う。

予算額 -千円

実
績 ア,エ 実

績
被保険者・被扶養配偶者を対象に、ICTを活用した事業を実施。自身の健診結果の閲覧や、結果
に応じた健康情報の配信、随時イベントを開催し、健康への意識変容、行動変容を促す。イベン
ト参加や、健診結果、健診結果に基づく健康年齢の改善によってポイントを付与し、個人へのイ
ンセンティブも同時に行う。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ス 実施体制 計

画 - 決算額 4,517 千円
実
績 ス 実

績 -
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 １．39%以下

該当なし

継続

実施状況・時期  登録率：14.5%
成功・推進要因

 
登録率を上げるため、事業所に目標値を設定し、インセンティブを実施。また、新規で加入した事業所の加入員が登録するとPepポイント
を付与する新規適用キャンペーンを実施。
その他に、無償配布の案内に本人確認用コードの再通知申請書を同封するなどをおこない、登録者数の増加につながった。

課題及び阻害要因
対象者が多く広報不足のため、全体の登録率が低い。根気よく広報し、今後も本人確認用コードの再通知申請書の同封するなど、加入員がすぐに申請できる形を提供していく必要があ
る。
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健康課題に関するポスター配付

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員

事業目標
「Pep Up」の利用を通じて、ヘルスリテラシーの向上を目指す。

アウトプット指標
イベントの実施（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和2年度：4回/4回　【達成度】100.0%）登録率を促進するために、健康意識の啓発につながるイベントを実施するとともに、登録に
つながるようなポスター・チラシを配付する。[-] 
アウトカム指標  「Pep Up」の登録率（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和2年度：17.5％/14.5％　【達成度】82.9%）登録率50パーセントを目指す。[-] 

2 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 2 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績 2 実

績 １．健保組合
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画
組合の健康課題（血圧・喫煙・メタボ）に関するポスターを配付。（配付は5年ごと）事業所に掲示しても
らい、度々目にすることで自身の健康について意識・関心を高める。 予算額 -千円

実
績 シ 実

績
組合の健康課題（血圧・喫煙・メタボ）に関するポスターを配付。（配付は5年ごと）事業所に掲示しても
らい、度々目にすることで自身の健康について意識・関心を高める。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア 実施体制 計

画 - 決算額 250 千円
実
績 ア 実

績 -
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心疾患の発症が急増する。その疾患の原因となる高血圧については、愛知県との比較においても概ね前年代
で高い傾向がある。また、喫煙率については、60歳を過ぎると急激に低下していくものの、40歳代は高い状況にある。喫煙は、生活習慣病の最大の危
険因子であることから、禁煙に向かう行動変容を促す必要がある。また、肥満（BMI）については、40歳代が高い状況である。

全事業所に配付する

実施状況・時期  ４月　禁煙啓発ポスターを送付
成功・推進要因  加入員の喫煙率低下に向けて禁煙意識啓発と受動喫煙防止のため、禁煙啓発ポスターを作成。
課題及び阻害要因  スコアリングレポートにあるように被保険者の喫煙率は全組合平均と比べ4.7%高く、禁煙啓発ポスターの送付以外にも禁煙事業に力を入れていく必要がある。
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医療費のお知らせ

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  その他

個人の意識変容・行動変容につながるよう、ポスターを事業所内に掲示し、繰り返し目にすることで啓発を図る。

アウトプット指標  ポスター配付（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和2年度：1回/1回　【達成度】100.0%）数種類作成し全事業所に配付。[-] 
アウトカム指標

 
ポスターによる意識の変化を測りづらいため
(アウトカムは設定されていません)

3 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 2 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績 2 実

績 １．健保組合
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  その他

注2)プロセス分
類

計
画 エ,ス 実施方法 計

画 - 予算額 -千円
実
績 エ,ス 実

績 -
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ス 実施体制 計

画 - 決算額 - 千円
実
績 ス 実

績 -
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）

ハガキによる医療費通知を廃止。ICTによる医療費通知のみを実施。

実施状況・時期
 
【通知数】（6月）37,500件
【時期】①年1回実施（6月のみ）。②毎月、PepUp上で実施。

成功・推進要因  事業所担当者の協力により被保険者へ配付。
課題及び阻害要因

事業所担当者の事務負担となる。医療費のお知らせを家庭に持ち込んでいるかや実際に内容を確認しているかが不明。また、令和２年６月送付分をもってハガキによる通知を廃止した
ため、PepUpの登録率を上げていく必要がある。
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ジェネリック通知

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  基準該当者

医療機関等からの医療費請求の確認。

アウトプット指標
年間通知回数（ハガキ）（【平成29年度末の実績値】2回【計画値/実績値】令和2年度：0回/1回　【達成度】100%）被保険者宛てに事業所を経由して配付。（ただし、令和２年度からは、ハガキによ
る医療費通知を廃止して、ICTによる医療費通知のみ）[-] 
アウトカム指標

 
使われた医療費を各個人へ情報提供したことによる改善された結果について、把握できないため。
(アウトカムは設定されていません)

4 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 7-ア,7-イ,7-ウ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績 7-ア, 7-イ, 7-ウ 実

績 １．健保組合
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 エ,キ,ス 実施方法 計

画
ジェネリック差額通知を年2回配付。（ジェネリックお願いシールも同封）また、ICTによる
情報提供も実施。 予算額 -千円

実
績 エ,キ,ス 実

績
ジェネリック差額通知を年2回配付。（ジェネリックお願いシールも同封）また、ICTによる
情報提供も実施。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,ス 実施体制 計

画 - 決算額 567 千円
実
績 ア,ス 実

績 -
実施計画
(令和2年度)

振り返り

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）

継続

実施状況・時期
 
【通知数】（6月）2,189件、（12月）1,685件
【時期】①年2回実施（6月、12月）、②毎月、PepUp上で実施。

成功・推進要因  事業所担当者の協力により被保険者へ配付。
課題及び阻害要因

事業所担当者の事務負担や実際に内容を確認しているかが不明のため、令和３年度分から自宅発送とする。また、診療対象月についても医療費の高い３月とし、年1回1月に送付する
。
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評価 ５．100%
事業目標
ジェネリック医薬品への切り替えによって、患者の自己負担額を減らす。→将来医療費の抑制

アウトプット指標
年間通知回数（【平成29年度末の実績値】2回【計画値/実績値】令和2年度：2回/2回　【達成度】100.0%）自己負担額が500円以上削減見込みの人2500人×年２回[-] 
当年度通知対象者切替率（【平成29年度末の実績値】41.2％【計画値/実績値】令和2年度：43.2％/24.1％　【達成度】55.8%）当年度実施したジェネリック差額通知対象者の切替率。[-] 
アウトカム指標

ジェネリック利用率（【平成29年度末の実績値】68％【計画値/実績値】令和2年度：74％/80.2％　【達成度】108.4%）当組合の年度末時におけるジェネリック利用率（令和２年度末の実績値は、令
和元年度の実績値）[-] 
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特定健診(被保険者)

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  被保険者

【個別の事業】
1 事業名

健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-ア 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 特定健康診査事業 新規・既存区分 既存(法定)

実
績 3-ア 実

績 １．健保組合
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  被保険者

注2)プロセス分
類

計
画 エ,オ,カ,ケ,シ 実施方法 計

画
組合が補助する事業所健診や人間ドックで特定健診項目を実施。実施後、健診結果を受領
する。 予算額 -千円

実
績 エ,オ,カ,ケ,シ 実

績
組合が補助する事業所健診や人間ドックで特定健診項目を実施。実施後、健診結果を受領
する。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,エ,ク 実施体制 計

画 事業主に自社の健診受診率を示し、実施率向上に協力を得る。 決算額 - 千円
実
績 ア,エ,ク 実

績 事業主に自社の健診受診率を示し、実施率向上に協力を得る。
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ３．60%以上
事業目標
健診を受診することで、生活習慣病等の早期発見、早期受診につなげる。また、国から示された特定健診実施率に関する目標値（85%）の達成を目指す。

アウトプット指標
巡回事業所健診の実施（【平成29年度末の実績値】79.5％【計画値/実績値】令和2年度：82％/76.1％　【達成度】92.8%）巡回事業所健診の実施事業所（県内・県外）：80%以上実施。[-] 
人間ドックの実施（【平成29年度末の実績値】17.3％【計画値/実績値】令和2年度：18.6％/18.0％　【達成度】96.8%）人間ドックの実施。[-] 
アウトカム指標  特定健診受診率（【平成29年度末の実績値】93.8％【計画値/実績値】令和2年度：95.4％/93.7％　【達成度】98.2%）健診実施の促進：（受診率：97%以上）[-] 

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）

継続

実施状況・時期  受診案内は5月に送付。受診促進は、資料の送付や順次、事業所訪問を実施。
成功・推進要因  事業所健診にて実施するため、受診率が高い。
課題及び阻害要因  受診率については、事業所の健診に頼るところが大きい。（規模が10人未満の事業所では、毎年健診を受診する風土がない ）
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特定健診(被扶養者)

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  被扶養者

2 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-ア,4-キ 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 特定健康診査事業 新規・既存区分 既存(法定)

実
績 3-ア, 4-キ 実

績 １．健保組合
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  被扶養者

注2)プロセス分
類

計
画

エ,オ,カ,
ク,ケ,シ 実施方法 計

画
年度初めに、家族の健診受診に関する情報提供を実施する。8月から開始する共同巡回健診の案内も
行う。また、パート先や地域で実施する健診を受診する場合は、健診結果を提出してもらい、粗品
を進呈する。未受診者には、受診督促を実施する。

予算額 -千円

実
績

エ,オ,カ,
ク,ケ,シ

実
績

年度初めに、家族の健診受診に関する情報提供を実施する。8月から開始する共同巡回健診の案内も
行う。また、パート先や地域で実施する健診を受診する場合は、健診結果を提出してもらい、粗品
を進呈する。未受診者には、受診督促を実施する。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,エ,ク 実施体制 計

画
事業主に自社の健診受診率を示すとともに、家族の健診受診につながるよう健保と事業主が連携す
る。（家族健診の協働事業等） 決算額 13,772 千円

実
績 ア,エ,ク 実

績
事業主に自社の健診受診率を示すとともに、家族の健診受診につながるよう健保と事業主が連携す
る。（健診案内の送付文に事業主の署名を掲載する等）

実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ４．80%以上

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）

①継続
②継続
③継続
④継続
実施状況・時期

 

①5月
②7月
③なし
④順次
　共同巡回健診：９月、10月
　全国巡回健診：８月、10月

成功・推進要因
被扶養者の特定健診受診者のほとんどが、共同巡回健診を受診した人であり、共同巡回健診は事業として有効である。令和元年度は40歳の被扶養者の人間ドック・共同巡回健診の自
己負担額を無料にする節目健診を実施。また、共同巡回・全国巡回健診の受診督促を行った。
課題及び阻害要因  共同巡回健診の受診率を伸ばすことが特定健診受診率向上につながる。被扶養者にいかに健診の重要性を理解してもらえるかが課題である。
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特定保健指導

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  加入者全員

事業目標
健診を受診することで、生活習慣病等の早期発見、早期受診につなげる。また、国から示された特定健診実施率に関する目標値（85%）の達成を目指す。

アウトプット指標
家族健診の協働事業（【平成29年度末の実績値】69社【計画値/実績値】令和2年度：160社/174社　【達成度】108.7%）事業所と協働して家族健診受診率向上を目指す。事業所と協定書を取り交わす
ことで、被扶養者の健診受診状況の情報を共有し、事業所から未受診者の被扶養者がいる被保険者に声掛けを行い、健診の受診を促してもらう。（令和２年より開始）[-] 
共同巡回健診の実施人数増加（【平成29年度末の実績値】2,091人【計画値/実績値】令和2年度：2,510人/2,298人　【達成度】91.6%）被扶養者への共同巡回健診の案内を自宅発送[-] 
冬季巡回健診の実施（【平成29年度末の実績値】3％【計画値/実績値】令和2年度：7％/0％　【達成度】0%）冬季巡回健診（対象者約4,000人）の実施による家族の特定健診受診率の向上（＋3%）[令
和2年度は、新型コロナウイルスの感染拡大により、冬季巡回健診は中止となった。] 
アウトカム指標  特定健診受診率（【平成29年度末の実績値】35.4％【計画値/実績値】令和2年度：47.5％/41.4％　【達成度】87.2%）健診実施の促進：（受診率：60%以上）[-] 

3 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 4-ア 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 特定保健指導事業 新規・既存区分 既存(法定)

実
績 4-ア 実

績 １．健保組合
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画

エ,オ,ク,ケ,
コ,シ 実施方法 計

画
特定健診を実施後、対象者を抽出し、組合と契約する健診機関が特定保健指導を実施する。最終
評価終了後、健診機関より実施データを受領する。 予算額 -千円

実
績

エ,オ,ク,ケ,
コ,シ

実
績

特定健診を実施後、対象者を抽出し、組合と契約する健診機関が特定保健指導を実施する。最終
評価終了後、健診機関より実施データを受領する。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,ウ,キ,コ 実施体制 計

画
事業主や事業所担当者に特定保健指導の実施について、理解や協力を得るため訪問する。契約健
診機関の渉外担当者や専門職と打ち合わせの機会を設けるなど密接に連携し、実施率向上を図る
。

決算額 - 千円

実
績 ア,ウ,キ,コ 実

績
事業主や事業所担当者に特定保健指導の実施について、理解や協力を得るため訪問する。契約健
診機関の渉外担当者や専門職と打ち合わせの機会を設けるなど密接に連携し、実施率向上を図る
。

実施計画
(令和2年度)

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）

継続
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機関誌発行

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
特定保健指導を通して、対象者の生活習慣の改善を図る。また、国から示された特定保健指導の実施率に関する目標値は30%だが、当組合は45%を目指す。

アウトプット指標
特定保健指導の実施率（被保険者）（【平成29年度末の実績値】41.1％【計画値/実績値】令和2年度：44％/49.8％　【達成度】113.2%）当組合及び契約健診機関の保健師等が事業所を訪問し保健指導
を行うことで、職場離脱の時間が短縮できるよう工夫し、事業主の理解が得られやすく途中脱落の防止にもなる体制を構築。（令和２年度末の実績値は、最終評価が終了していないため、初回面談の実
績値）[-] 
特定保健指導の実施率（被扶養者）（【平成29年度末の実績値】3.2％【計画値/実績値】令和2年度：4.5％/5.4％　【達成度】120.0%）共同巡回健診を受診された保健指導対象者に保健指導を実施。
（令和２年度末の実績値は、最終評価が終了していないため、初回面談の実績値）[-] 
組合推奨健診機関の広報（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和2年度：1回/1回　【達成度】100.0%）健診当日に保健指導を行うことができる健診機関は、とくに組合推奨健診機関と
して人間ドック等の院内健診受診者に紹介することで、実施を促す。[-] 
アウトカム指標

 
特定保健指導の実施率（全体）（【平成29年度末の実績値】39.1％【計画値/実績値】令和2年度：42％/48.6％　【達成度】115.7%）動機づけ支援利用率：41.8%→45%以上
積極的支援利用率：37.4%→45%以上（令和２年度末の実績値は、最終評価が終了していないため、初回面談の実績値）[-] 

4 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画
2,4-キ,5-
キ,5-ク 実施主体 計

画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存
実
績

2, 4-キ, 5
-キ, 5-ク

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

実施状況・時期
 
（動機付け支援）836人
（積極的支援）1,327人

成功・推進要因
愛健康サポート事業の[Step2]保健指導の枠組みで実施している。健診機関は愛鉄連との契約で、特定保健指導を必ず実施しなければならないことになっている。利用しない事業所が
あれば、健診機関から愛鉄連へ連絡が入ることになっており、その場合は健保から事業所へ訪問や電話を通じて協力要請を行っている。保健師等実施者が事業所を訪問して実施するこ
とで、職場離脱が短時間になるよう事業主の理解を得られる体制を構築している。人間ドック等の院内健診受診者にも当日の保健指導実施機関は組合推奨機関として紹介し、誘導する
ようにしている。
課題及び阻害要因

製造業のため、ライン作業が多く、職場離脱が問題となっている。実施率が０%もしくは低い事業所が多いため、昨年度同様、継続して地道に訪問していかなければならない。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）
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愛健康サポート事業[Step4]受診勧奨

注2)プロセス分
類

計
画 ク,ス 実施方法 計

画

「けんぽだより」は、事業所担当者向けに法改正や保健事業の案内、健康情報等の情報を掲載し年4
回発行。なお、ホームページにもPDFで公開している。
「愛・けんぽ」は、事業所を通じて全被保険者向けに年3回発行。手のひらサイズに折りたたんであ
るため、賃金明細等に同封して配付している。なお、春は保健事業案内、秋はインフルエンザの補
助金案内等と歯科健診の案内を掲載している。

予算額 -千円

実
績 ク,ス 実

績

「けんぽだより」は、事業所担当者向けに法改正や保健事業の案内、健康情報等の情報を掲載し年4
回発行。なお、ホームページにもPDFで公開している。
「愛・けんぽ」は、事業所を通じて全被保険者向けに年3回発行。手のひらサイズに折りたたんであ
るため、賃金明細等に同封して配付している。なお、春は保健事業案内、秋はインフルエンザの補
助金案内等と歯科健診の案内を掲載している。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ス 実施体制 計

画 - 決算額 6,539 千円
実
績 ス 実

績 -
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標
「けんぽだより」・「愛・けんぽ」を通して、法改正や保健事業の案内、健康情報等を広報する。

アウトプット指標
けんぽだより発行回数（【平成29年度末の実績値】4回【計画値/実績値】令和2年度：4回/4回　【達成度】100.0%）広報誌「けんぽだより」を全事業所宛てに配付。[-] 
愛・けんぽ発行回数（【平成29年度末の実績値】3回【計画値/実績値】令和2年度：3回/3回　【達成度】100.0%）広報誌「愛・けんぽ」を事業所を通じて被保険者宛てに配付。（春号、インフルエン
ザ特集号、歯科健診特集号）[-] 
アウトカム指標

 
アウトプットと同様のため。
(アウトカムは設定されていません)

5 事業名

継続

実施状況・時期

 

①「けんぽだより」
　年4回発行。（7、9、1、3月）
②「愛けんぽ」
　年2回発行。（9月、3月）

成功・推進要因
「けんぽだより」は、法改正や事務の手続き等タイムリーに情報提供をしている。「愛・けんぽ」は、被保険者に保健事業や健保の考え方、財政状況などを伝えており、事業所担当者
から、被保険者に配付をしてもらっている。
課題及び阻害要因  どれだけの組合員が読んでくれているかが不明である。読んでいただける工夫が必要。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  基準該当者

健康課題との関
連

分類

注1)事業分類 計
画

3-
ア,
3-
イ,
3-
ウ,
4-
オ,
4-
カ,
6

実施主体 計
画 ３．健保組合と事業主との共同事業 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績

3-
ア,
3-
イ,
3-
ウ,
4-
オ,
4-
カ,
6

実
績 ３．健保組合と事業主との共同事業

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画

イ,
ウ,
オ,
ク,
シ

実施方法 計
画

愛・健康サポート事業の[Step1]巡回事業所健診後に当組合基準に該当している人で、医療機関を受診され
ない方に対して、通知、電話、面談により受診勧奨を行う。医療機関に受診しているかどうかの有無は、
職員がレセプトを目視により確認している。また、平成25年度からは事業所参加型の仕組み（コラボヘル
ス・ワン）を導入した。参加事業所は、当組合から対象者の医療機関受診有無の情報提供を受けることが
でき、事業所の健康管理に活用できる。[通知]　健診から6か月後と11か月後に通知を行う[特別健康支援Ⅰ
およびⅡ]　2年連続で医療機関への受診がない場合は、保健師による電話受診勧奨を行う[特別健康支援Ⅲ]　
当組合の特別健康支援Ⅲの基準に該当している人に対して、保健師による面談を行う。

予算額 -千円

事業所健診の結果、医療機関の受診が必要となる方（要精密検査・要医療）で未受診者には、受診勧奨通知を送付しているが、通知による受診者は、1
8.9%であり、およそ3,400人が未受診である。また、脳血管疾患等の重症疾患発症者を調査したところ、40歳代から急増しており、高リスク者は623人
となっている。
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実
績

イ,
ウ,
オ,
ク,
シ

実
績

愛・健康サポート事業の[Step1]巡回事業所健診後に当組合基準に該当している人で、医療機関を受診され
ない方に対して、通知、電話、面談により受診勧奨を行う。医療機関に受診しているかどうかの有無は、
職員がレセプトを目視により確認している。また、平成25年度からは事業所参加型の仕組み（コラボヘル
ス・ワン）を導入した。参加事業所は、当組合から対象者の医療機関受診有無の情報提供を受けることが
でき、事業所の健康管理に活用できる。[通知]　健診から6か月後と11か月後に通知を行う[特別健康支援Ⅰ
およびⅡ]　2年連続で医療機関への受診がない場合は、保健師による電話受診勧奨を行う[特別健康支援Ⅲ]　
当組合の特別健康支援Ⅲの基準に該当している人に対して、保健師による面談を行う。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画

ア,
イ,
ウ

実施体制 計
画 コラボヘルス・ワンに参加する事業所対象者へ医療機関の受診状況に関するデータを提供。 決算額 595 千円

実
績

ア,
イ,
ウ

実
績 コラボヘルス・ワンに参加する事業所対象者へ医療機関の受診状況に関するデータを提供。

実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ３．60%以上
事業目標

継続

実施状況・時期
【参考：令和元年度健診分】
健診受診者数：35,661人、基準該当者数：10,532人(29.5%)、通知者数：4,792人(13.4%)、通知による受診人数：850人、受診勧奨成功率：18.4%※令和2年度は集計途中。
成功・推進要因

対象者抽出から、レセプト確認、通知書（一部）印刷までを行うシステムを内製している。レセプト確認は、従来から目視により職員が確認し、受診有無を判断するノウハウも蓄積さ
れているため、純粋な未受診者に対して、勧奨を行えている。　コラボヘルス・ワンに参加している事業所は、対象者の受診状況を確認することができる。　役職員の事業所訪問によ
り、コラボヘルス・ワンへの参加事業所が増加しており、重症化予防事業の推進やハイリスク者の面談の実施件数の増加につながっている。
課題及び阻害要因  事業所が多いため、すべても事業所に展開できていない。（健康意識も事業所によって温度差がある）
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前期高齢者健康支援

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  加入者全員

健診後の医療機関受診勧奨成功率の向上と生活習慣病の重症化予防

アウトプット指標
コラボヘルス・ワン事業所参加率（【平成29年度末の実績値】47.1％【計画値/実績値】令和2年度：48.5％/57.1％　【達成度】117.7%）コラボヘルス・ワンの事業所参加率の向上[-] 
特別健康支援Ⅲ実施率（【平成29年度末の実績値】32％【計画値/実績値】令和2年度：41％/40％　【達成度】97.6%）特別健康支援Ⅲの保健指導実施率（令和２年度の実績値は、支援途中のため令和
元年度の実績値）[-] 
アウトカム指標

受診勧奨成功率（【平成29年度末の実績値】15.4％【計画値/実績値】令和2年度：22.6％/18.4％　【達成度】81.4%）受診勧奨全体の成功率（令和２年度の実績値は、支援途中のため令和元年度の実
績値）[-] 
特別健康支援Ⅲによる医療機関受診率（【平成29年度末の実績値】36.5％【計画値/実績値】令和2年度：43.4％/17.1％　【達成度】39.4%）特別健康支援Ⅲ実施者のうち、医療機関受診率（令和２年度
の実績値は、支援途中のため令和元年度の実績値）[-] 

6 事業名
健康課題との関
連
分類

注1)事業分類 計
画

2,5-イ,5
-ウ,5-ク
,6

実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績

2, 5-イ, 
5-ウ, 5-
ク, 6

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 ス 実施方法 計

画
参加者のロコモ予防として、歩数、体重、血圧、その他（フリー）に関連して目標を立て、10月の１
か月間、目標の達成状況について、記録をつける。キャンペーン期間中、20日間取り組み、アンケー
トに回答した対象者に記念品を進呈する。さらに、健康管理用品の有償斡旋も行う。また、希望者に
は、家庭訪問型健康支援を実施する。

予算額 -千円

該当なし

61



家族で取り組むかぜ・むし歯予防キャンペーン

実
績 ス 実

績
参加者のロコモ予防として、歩数、体重、血圧、その他（フリー）に関連して目標を立て、10月の１
か月間、目標の達成状況について、記録をつける。キャンペーン期間中、20日間取り組み、アンケー
トに回答した対象者に記念品を進呈する。さらに、健康管理用品の有償斡旋も行う。また、希望者に
は、家庭訪問型健康支援を実施する。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ス 実施体制 計

画 - 決算額 3,566 千円
実
績 ス 実

績 -
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
ロコモティブシンドロームを予防し、自立して健康に暮らせる「健康寿命」の延伸を目指す。キャンペーンや健康イベントを通して日ごろの健康状態を把握して生活習慣病や認知症を予防することによ
り、将来医療費の減少を図り、納付金の抑制をにつなげる。

アウトプット指標
情報提供資料の配付（【平成29年度末の実績値】3,135人【計画値/実績値】令和2年度：6,000人/10,343人　【達成度】172.4%）ロコモティブシンドローム関連の情報を対象者自宅に配付。（55歳以
上）[-] 
キャンペーン参加率（【平成29年度末の実績値】3.5％【計画値/実績値】令和2年度：4.4％/6.0％　【達成度】136.4%）ロコモ予防キャンペーンへの参加率[-] 
アウトカム指標

前期高齢者一人当たり給付費（【平成29年度末の実績値】374,200円【計画値/実績値】令和2年度：337,300円/315,630円　【達成度】107%）決算概要表の前期高齢者1人あたり給付費の額[-] 

7 事業名
健康課題との関
連
分類

注1)事業分類 計
画

2,
5-
ウ
,6

実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績

2, 
5-
ウ
, 6

実
績 １．健保組合

事業の内容

継続

実施状況・時期  キャンペーン対象者：10,343人、参加者：622人、参加率：6.0%
成功・推進要因  ロコモティブシンドロームに関する情報提供を実施。エントリーした人に抽選で粗品を進呈した。
課題及び阻害要因  情報提供としては、一定の効果があったと思うが、キャンペーンの参加率が低い。

被扶養者の医療費で、呼吸器系疾患の医療費が突出して多い。年齢別でみると、0〜6歳でおよそ50%、7~12歳で20%を占める。また、月別で見ると、
10月から上昇し、3月でピークとなる。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 6 対象者分類  加入者全員対象者 計
画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 6 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画

カ
,
ケ

実施方法 計
画

未就学児世帯に10月〜12月にかけてキャンペーン（エントリー型）展開をする。エントリーをするには、
エントリーハガキをポストに投函する。該当世帯に案内リーフレット、カレンダーとシールを送付。リーフ
レットには乳幼児医療制度の仕組み（子供医療費はタダじゃない）やかぜ予防のコツや歯みがきの方法が載
せてある。エントリーをすると、歯ブラシをプレゼント、最後のアンケートに答えると、つよい子賞をプレ
ゼント。

予算額 -千円

実
績

カ
,
ケ

実
績

未就学児世帯に10月〜12月にかけてキャンペーン（エントリー型）展開をする。エントリーをするには、
エントリーハガキをポストに投函する。該当世帯に案内リーフレット、カレンダーとシールを送付。リーフ
レットには乳幼児医療制度の仕組み（子供医療費はタダじゃない）やかぜ予防のコツや歯みがきの方法が載
せてある。エントリーをすると、歯ブラシをプレゼント、最後のアンケートに答えると、つよい子賞をプレ
ゼント。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画

エ
,
ケ

実施体制 計
画

当組合が中心となり、他の健康保険組合もキャンペーンの企画を採用。（一部自治体も参加）組合間のデー
タ比較も実施している。 決算額 3,480 千円

実
績

エ
,
ケ

実
績

当組合が中心となり、他の健康保険組合もキャンペーンの企画を採用。（一部自治体も参加）組合間のデー
タ比較も実施している。

実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ３．60%以上
事業目標

継続

実施状況・時期
 
案内送付世帯：3,605世帯、参加世帯数：1,154世帯、参加率：32.0%
9月に案内送付。キャンペーン期間は、10月〜12月。

成功・推進要因
未就学児が大好きなシール貼りを基礎にキャンペーンを展開。カレンダーやシールにオリジナルキャラクターを取り入れ、毎年デザインを変更している。歯ブラシやエントリー特別賞
、つよい子賞などインセンティブの仕組みも取り入れている。　事業所経由ではなく、女性配偶者に届けるため個人宅へ発送している。　エントリーハガキにはバーコードが印字され
ているため、住所や氏名などの個人情報を記入する必要がなく、好きな歯ブラシを選んでポストへ投函するだけでエントリーできる。 手洗い、うがい、はみがきを習慣付けるのによ
い企画であるため、他の保険者の参加数は増加している。
課題及び阻害要因  参加者の満足度は高く、毎年一定数の参加率で推移しているが、キャンペーンの内容がマンネリ化している部分があり、参加者数に伸び悩みが見られる。
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禁煙お助け事業

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  20 〜 74 対象者分類  加入者全員

乳幼児医療制度の周知および呼吸器系疾患予防の手洗いうがい・歯みがきの習慣化。

アウトプット指標
キャンペーン参加率（【平成29年度末の実績値】33％【計画値/実績値】令和2年度：36.6％/32.0％　【達成度】87.4%）対象者のキャンペーンへの参加率[-] 
習慣づけ（【平成29年度末の実績値】71％【計画値/実績値】令和2年度：75.5％/70.5％　【達成度】93.4%）キャンペーンにより手洗い・うがい・歯みがきの習慣づけが、「できた」「どちらかとい
えばできた」と回答したアンケート回答率。（平成29年度の実績値は、集計途中のため平成28年度の実績値）[-] 
8割負担周知率（【平成29年度末の実績値】72％【計画値/実績値】令和2年度：75.9％/65％　【達成度】85.6%）子どもの医療について、健保組合が8割負担していることを知っていたものの割合。[-]
アウトカム指標

かぜの症状が減少したと回答した割合（【平成29年度末の実績値】44.8％【計画値/実績値】令和2年度：47.5％/70.1％　【達成度】147.6%）アンケート結果で、かぜの症状が昨年同時期よりも減った
と回答した割合。（平成29年度の実績値は、集計途中のため平成28年度の実績値）[-] 
未就学児1人当たり医療費（【平成29年度末の実績値】18,845円【計画値/実績値】令和2年度：17,924円/14,164円　【達成度】79.0%）キャンペーン実施前後の「未就学児1人当たり医療費（急性上気
道炎症）」の額。（令和２年度の実績値は、集計途中のため令和元年度の実績値）かぜキャン効果検証参照。[令和２年度の実績値は集計途中のため、令和元年度の実績値] 

8 事業名
健康課題との関
連
分類

注1)事業分類 計
画

1-エ,
2,5-
オ

実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績

1-エ, 
2, 5-
オ

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  20 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 ス 実施方法 計

画

「チャレンジ！禁煙」：禁煙パッチ、ガムなどの禁煙補助剤の購入費用の補助を行い、その後アンケー
トで禁煙に成功したかどうかの確認を行う。（希望者には、電話による禁煙サポートを実施）また、事
業所から禁煙について講話等の依頼があった場合には、保健師を派遣し「禁煙セミナー」を行う。
「禁煙外来・オンライン禁煙外来」：医療機関へ出向くかビデオ通話機能を用いて、医師による禁煙外
来を実施。（処方薬を服用）

予算額 -千円

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心疾患の発症が急増する。その疾患の原因となる高血圧については、愛知県との比較においても概ね前年代
で高い傾向がある。また、喫煙率については、60歳を過ぎると急激に低下していくものの、40歳代は高い状況にある。喫煙は、生活習慣病の最大の危
険因子であることから、禁煙に向かう行動変容を促す必要がある。また、肥満（BMI）については、40歳代が高い状況である。
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新入社員向け社会保険概要説明

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員

実
績 ス

実
績

「チャレンジ！禁煙」：禁煙パッチ、ガムなどの禁煙補助剤の購入費用の補助を行い、その後アンケー
トで禁煙に成功したかどうかの確認を行う。（希望者には、電話による禁煙サポートを実施）また、事
業所から禁煙について講話等の依頼があった場合には、保健師を派遣し「禁煙セミナー」を行う。
「禁煙外来・オンライン禁煙外来」：医療機関へ出向くかビデオ通話機能を用いて、医師による禁煙外
来を実施。（処方薬を服用）

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 キ 実施体制 計

画 電話による禁煙サポートを健診機関に委託。 決算額 1,879 千円
実
績 キ 実

績 電話による禁煙サポートを健診機関に委託。
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
禁煙をしたい人へ禁煙パッチ、ガムなどの禁煙補助剤の購入費用の補助や通信タイプの禁煙プログラムの費用補助を通して禁煙サポートを実施する。「禁煙セミナー」を通じて、事業主と喫煙者に対し
て受動喫煙防止に対する意識付けを行う。

アウトプット指標
 
禁煙お助け事業の参加者（【平成29年度末の実績値】0人【計画値/実績値】令和2年度：6人/31人　【達成度】516.7%）禁煙お助け事業の参加者数。[-] 
禁煙セミナー実施事業所（【平成29年度末の実績値】2社【計画値/実績値】令和2年度：3社/2社　【達成度】66.7%）「禁煙セミナー」を行った事業所数。[-] 

アウトカム指標  喫煙率（【平成29年度末の実績値】33.4％【計画値/実績値】令和2年度：32％/33.8％　【達成度】105.6%）巡回事業所健診の受診者を対象とした喫煙者の割合。[-] 

10 事業名
健康課題との関
連
分類

注1)事業分類 計
画

2,5-ア,5-イ,5-
ウ,5-エ,5-オ,5-
キ,6

実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

実
績

2, 5-ア, 5-イ, 5-
ウ, 5-エ, 5-オ, 
5-キ, 6

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員

継続

実施状況・時期  通年随時実施。
成功・推進要因  特になし。
課題及び阻害要因  利用者が1人であるため、事業所における禁煙を推進する環境作りが必要である。

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）
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愛けんぽファミリー健康相談

注2)プロセス分
類

計
画 ス 実施方法 計

画
毎年4月頃、加入事業所の新入社員に対して社会保険の仕組みの概要説明と組合の保健事業、
健康講話を実施。当組合の職員が事業所へ出向き健康保険、年金、介護、労災保険、雇用保険
について30分〜1時間30分かけて説明する。概要説明には、「社会保険の知識」という小冊子
を使用。

予算額 -千円

実
績 ス 実

績
毎年4月頃、加入事業所の新入社員に対して社会保険の仕組みの概要説明と組合の保健事業、
健康講話を実施。当組合の職員が事業所へ出向き健康保険、年金、介護、労災保険、雇用保険
について30分〜1時間30分かけて説明する。概要説明には、「社会保険の知識」という小冊子
を使用。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ケ 実施体制 計

画 希望日に実施できるよう保健師を確保するため、外部機関に委託することもあり。 決算額 565 千円
実
績 ケ 実

績 希望日に実施できるよう保健師を確保するため、外部機関に委託することもあり。
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ３．60%以上
事業目標
新入社員に対する社会保険の仕組みを周知。また、希望する事業所には保健師による健康講話を実施することにより、若年層の健康意識の啓発を図る。

アウトプット指標
概要説明実施事業所（【平成29年度末の実績値】28社【計画値/実績値】令和2年度：32社/27社　【達成度】84.4%）新入社員に対し、社会保険全体や健康保険の概要を説明周知させる。[-] 
健康講話実施事業所（【平成29年度末の実績値】18社【計画値/実績値】令和2年度：22社/21社　【達成度】95.5%）保健師による健康講話を実施。[-] 
アウトカム指標

概要説明等実施率（【平成29年度末の実績値】5.3％【計画値/実績値】令和2年度：7.6％/4.9％　【達成度】64.5%）全事業所に対する社会保険等説明会を行った事業所の割合。[-] 

11 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 2,6 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存

継続

実施状況・時期
 
訪問事業所数：27社　新入社員への説明：207人。
「社会保険の知識」は、3月から配付開始。
「概要説明と健康講話」は、希望する事業所で3〜6月で実施。

成功・推進要因
事業所が新入社員向けの研修を行う際に、社会保険の説明をする事務職員が不足しているため、研修プログラムの1コマとしての需要がある。　新入社員１人から当組合職員を派遣す
るため、事業所にとっては利用しやすい。（基本的には、リピーターが多い）
課題及び阻害要因  限られた事業所の利用に留まっている。

被扶養者の医療費で、呼吸器系疾患の医療費が突出して多い。年齢別でみると、0〜6歳でおよそ50%、7~12歳で20%を占める。また、月別で見ると、
10月から上昇し、3月でピークとなる。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

愛健康サポート事業[Step1]巡回事業所健診

実
績 2, 

6
実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 ス 実施方法 計

画
通話料・相談料無料・匿名可。24時間年中無休で医師や保健師・看護師等の専門スタッフが対応。メール
でも対応可。受診勧奨対象者の相談窓口としても活用。 予算額 -千円

実
績 ス 実

績
通話料・相談料無料・匿名可。24時間年中無休で医師や保健師・看護師等の専門スタッフが対応。メール
でも対応可。受診勧奨対象者の相談窓口としても活用。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ケ 実施体制 計

画 ティーペック(株)へ電話相談を業務委託。 決算額 3,490 千円
実
績 ケ 実

績 ティーペック(株)へ電話相談を業務委託。
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標
加入員の健康相談窓口。緊急性のない時間外受診の抑制。

アウトプット指標
利用者数増加（【平成29年度末の実績値】1,473人【計画値/実績値】令和2年度：1,536人/734人　【達成度】47.8%）特に未就学児の医療費が高い特徴があるため、ターゲットを絞り広報する。受診
勧奨対象者にも広報する。[-] 
アウトカム指標

 
アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

12 事業名
健康課題との関
連
分類

継続

実施状況・時期
 
相談件数：734件
（内訳）電話：732件、メール：2件

成功・推進要因  通話料・相談料無料・匿名可　24時間年中無休で医師、保健師、看護師等専門職が対応。
課題及び阻害要因  始めて利用するまでに抵抗感のある人がいると思われる。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心疾患の発症が急増する。その疾患の原因となる高血圧については、愛知県との比較においても概ね前年代
で高い傾向がある。また、喫煙率については、60歳を過ぎると急激に低下していくものの、40歳代は高い状況にある。喫煙は、生活習慣病の最大の危
険因子であることから、禁煙に向かう行動変容を促す必要がある。また、肥満（BMI）については、40歳代が高い状況である。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者

注1)事業分類 計
画

3-
ア,
3-
イ,
3-
ウ

実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績

3-
ア,
3-
イ,
3-
ウ

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者

注2)プロセス分
類

計
画 ス 実施方法 計

画

全被保険者を対象に、生活習慣病を対象とした健診を実施し、現在の身体状況を把握し、生活習慣改善に
役立てる。血液検査の種類が充実している他に、オプション検査項目として、胃のバリウム検査、前立腺(
PSA)検査がある。愛知県内を10以上の地区に分け、地区ごとで健診機関と契約を行っている（1地区1健診
機関制）。各地区の健診機関は健診の時期が来たら、担当地区の事業所と調整を行い、健診を実施する。
この健診を受ければ、[Step2]保健指導、[Step3]再検査、[Step4]受診勧奨の仕組みを順番で、事業所は従
業員の健康管理ができるようになっている。

予算額 -千円

実
績 ス 実

績

全被保険者を対象に、生活習慣病を対象とした健診を実施し、現在の身体状況を把握し、生活習慣改善に
役立てる。血液検査の種類が充実している他に、オプション検査項目として、胃のバリウム検査、前立腺(
PSA)検査がある。愛知県内を10以上の地区に分け、地区ごとで健診機関と契約を行っている（1地区1健診
機関制）。各地区の健診機関は健診の時期が来たら、担当地区の事業所と調整を行い、健診を実施する。
この健診を受ければ、[Step2]保健指導、[Step3]再検査、[Step4]受診勧奨の仕組みを順番で、事業所は従
業員の健康管理ができるようになっている。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画

ア,
キ 実施体制 計

画
健診受診の利便性を高めるため、健診機関と契約し、巡回にて健診を実施する。（契約外の健診機関で実
施する場合は補助金払いとする）
毎年、健診受診率に関する資料を送付し、全員受診を促す。

決算額 223,536 千円

実
績

ア,
キ

実
績

健診受診の利便性を高めるため、健診機関と契約し、巡回にて健診を実施する。（契約外の健診機関で実
施する場合は補助金払いとする）
毎年、健診受診率に関する資料を送付し、全員受診を促す。

実施計画
(令和2年度)

継続
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愛健康サポート事業[Step2]健康支援

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者

振り返り

評価 ３．60%以上
事業目標
生活習慣病予防健診の受診率向上と早期発見。

アウトプット指標
巡回事業所健診の実施（【平成29年度末の実績値】83.6％【計画値/実績値】令和2年度：86.7％/76.1％　【達成度】87.8%）原則、契約健診機関が事業所を巡回して実施。やむを得ず契約外の機関で
受診する場合も健診結果の提出を求め、費用補助を行う。[-] 
アウトカム指標

 
アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

13 事業名

健康課題との関
連

分類
注1)事業分類 計

画
2,4-ア,4
-カ,6 実施主体 計

画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存
実
績

2, 4-ア, 
4-カ, 6

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者

注2)プロセス分
類

計
画

イ,オ,ク
,ケ 実施方法 計

画
巡回事業所健診後に有所見者に対して、生活習慣改善のための保健指導を実施。巡回事業所健診を実
施した同一健診機関が事業所に保健指導を行うように連絡する。対象者リストに基づき、事業所は保
健指導を実施する。

予算額 -千円

実施状況・時期  受診者数：26,146人　受診率：76.1%　巡回胃健診：3,580人　受診率：13.6%　前立腺がん健診：3,154人　受診率：38.3%　再検査：3,948人 受診率：67.9%
成功・推進要因

1地区1健診機関制としているため、契約健診機関は、担当の地区の事業所に対して、健診を実施するように働きかける。10人未満の事業所にも巡回バスが出向く。健診の日程調整か
ら実施まで契約健診機関と事業所が直接行うため、受診率が高い。また、愛鉄連専用の健診ファイルレイアウトCSVで全契約健診機関から健診データを入手できるため、その後のフォ
ローにつなげることができる。
課題及び阻害要因  規模が10人未満の事業所では、毎年健診を受診する風土がない可能性あり。

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心疾患の発症が急増する。その疾患の原因となる高血圧については、愛知県との比較においても概ね前年代
で高い傾向がある。また、喫煙率については、60歳を過ぎると急激に低下していくものの、40歳代は高い状況にある。喫煙は、生活習慣病の最大の危
険因子であることから、禁煙に向かう行動変容を促す必要がある。また、肥満（BMI）については、40歳代が高い状況である。

事業所健診の結果、医療機関の受診が必要となる方（要精密検査・要医療）で未受診者には、受診勧奨通知を送付しているが、通知による受診者は、1
8.9%であり、およそ3,400人が未受診である。また、脳血管疾患等の重症疾患発症者を調査したところ、40歳代から急増しており、高リスク者は623人
となっている。
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人間ドック、脳健診及びがん健診

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  加入者全員

実
績

イ,オ,ク
,ケ

実
績

巡回事業所健診後に有所見者に対して、生活習慣改善のための保健指導を実施。巡回事業所健診を実
施した同一健診機関が事業所に保健指導を行うように連絡する。対象者リストに基づき、事業所は保
健指導を実施する。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,キ,コ 実施体制 計

画
事業主および事業所担当者に理解協力を得るため、事業所訪問を実施する。保健指導は、巡回事業所
健診と同一の健診機関が実施する。（一部、組合保健師が保健指導を実施する場合あり） 決算額 14,693 千円

実
績 ア,キ,コ 実

績
事業主および事業所担当者に理解協力を得るため、事業所訪問を実施する。保健指導は、巡回事業所
健診と同一の健診機関が実施する。（一部、組合保健師が保健指導を実施する場合あり）

実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標
若年者や特定保健指導に該当しない有所見者に生活習慣改善のための面談指導を実施することで、生活習慣を改善し生活習慣病を予防する。

アウトプット指標  利用率増加（【平成29年度末の実績値】21.3％【計画値/実績値】令和2年度：23.3％/15.9％　【達成度】68.2%）個別に面談・アドバイスを行い、生活習慣の改善を促す。[-] 
アウトカム指標

有所見者の割合減（【平成29年度末の実績値】66.3％【計画値/実績値】令和2年度：64.6％/29.5％　【達成度】45.7%）特定保健指導の対象とならない非肥満のリスク保持者や、服薬、若年者への保
健指導機会として活用。[-] 

14 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画
3-ア,3-
イ,3-ウ 実施主体 計

画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績

3-ア, 3
-イ, 3-
ウ

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  加入者全員

継続

実施状況・時期  保健指導利用者数：3,289人
成功・推進要因

契約健診機関の保健師等専門職が事業所を訪問して行うため、職場離脱時間が少なく済み、実施しやすい。特定保健指導に該当しない非肥満者の高リスク者や、若年者も対象としてお
り、生活習慣改善につながる。
課題及び阻害要因  就業時間内に行うため、また製造業ではライン作業が多いため、事業主の理解が得られないと実施が困難である。

がんの罹患は、30歳代から出始める。（子宮頸がんは、20歳代）組合員のがん検診受診率を見ると、特に婦人科（乳がん・子宮頸がん）が低い。
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共同巡回健診

注2)プロセス分
類

計
画

ウ,エ,
オ,ケ,
コ,シ 実施方法 計

画
個人向け健診として、加入員がいつでも受診できるようにしている。契約健診機関は80以上ある。申
込みにより、利用券を発行し、自己負担分を窓口で支払うだけで受診できる。契約健診機関以外でも補
助金対応している。補助金額は、７割または21,000円まで補助（どちらか低い方） 予算額 -千円

実
績

ウ,エ,
オ,ケ,
コ,シ

実
績

個人向け健診として、加入員がいつでも受診できるようにしている。契約健診機関は80以上ある。申
込みにより、利用券を発行し、自己負担分を窓口で支払うだけで受診できる。契約健診機関以外でも補
助金対応している。補助金額は、７割または21,000円まで補助（どちらか低い方）

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,キ 実施体制 計

画 受診者の利便性を高めるため、多くの利用者が見込まれる健診機関と契約している。 決算額 124,134 千円
実
績 ア,キ 実

績 受診者の利便性を高めるため、多くの利用者が見込まれる健診機関と契約している。
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 １．39%以下
事業目標
生活習慣病予防健診、がん健診の受診率向上と早期発見。

アウトプット指標
人間ドック受診率向上（【平成29年度末の実績値】13％【計画値/実績値】令和2年度：13.8％/14.7％　【達成度】106.5%）受診機会拡大のため、被保険者は事業所健診との併用可。契約健診機関以
外でも補助金対応をしている。契約健診機関とは、特定健診のみの受診もできるよう契約し、とくに被扶養者の受診率向上に期待する。女性の乳がん・子宮がん健診受診率向上。[-] 
乳がん健診受診率向上（【平成29年度末の実績値】21.1％【計画値/実績値】令和2年度：25.5％/6.9％　【達成度】27.1%）マンモグラフィー受診率。[-] 
アウトカム指標

 
アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

15 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画
3-ア,3-
イ,3-ウ 実施主体 計

画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

継続

実施状況・時期
人間ドック受診者数：被保険者 4,750人、受診率：18.0％。被扶養者：445人、受診率：4.9%。脳健診：344人、受診率：1.0%。がん健診[胃]：11,501人 、受診率：32.5%。[大腸]：
22,448人、受診率：63.4%。[前立腺]：3,622人、受診率：43.4%。[肺]：27,162人、受診率：76.7%。[乳がん超音波]：1,753人、受診率：4.9%。[乳がんマンモ]：2,430人、受診率：
6.9%。[子宮頚がん]：2,972人、受診率：17.0%。※巡回事業所健診実施者も含む
成功・推進要因

加入員はそのほとんどが愛知県内に住んでいるが、愛知県内の契約健診機関数は60機関を超え、県外でも被保険者の多い地域では契約し、受診しやすい環境を整えている。契約健診
機関であれば、受診者は自己負担を窓口で支払うだけで済む等手続きにも利便性を考慮。
課題及び阻害要因  愛知県内でも東三河は健診機関自体少ないため、契約数も少ない。また、愛知県以外の都道府県は契約健診機関が少なく、加入員の利便性は地域差がある。

がんの罹患は、30歳代から出始める。（子宮頸がんは、20歳代）組合員のがん検診受診率を見ると、特に婦人科（乳がん・子宮頸がん）が低い。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  加入者全員

疾病予防薬の無償配付

実
績

3-ア, 3-
イ, 3-ウ

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  30 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画

ア,エ,オ,
カ,ス 実施方法 計

画
東海地方を中心に各地域に複数の会場を設置し、健診を行う。29年度からは、会場数は少ないが全国
に対象地域を広げて実施。（被保険者は、婦人科健診のみ受診可） 予算額 -千円

実
績

ア,エ,オ,
カ,ス

実
績

東海地方を中心に各地域に複数の会場を設置し、健診を行う。29年度からは、会場数は少ないが全国
に対象地域を広げて実施。（被保険者は、婦人科健診のみ受診可）

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 エ 実施体制 計

画
女性は愛知県を中心とする他健保（46組合）との共同事業のため。会場を複数設置でき、乳がん・子
宮がん健診をはじめとしたがん健診も受診可能。男性は、他健保との共同事業で生活習慣病健診を実
施。

決算額 57,331 千円

実
績 エ 実

績
女性は愛知県を中心とする他健保（46組合）との共同事業のため。会場を複数設置でき、乳がん・子
宮がん健診をはじめとしたがん健診も受診可能。男性は、他健保との共同事業で生活習慣病健診を実
施。

実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
女性対象者は30歳以上とし、特定健診の対象となる前から健診の受診を習慣づけ、早期発見につなげる。（男性対象者は40歳以上）
対象者自宅あてに案内を送付することで受診率向上を図る。

アウトプット指標
未受診者督促の回数（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和2年度：1回/2回　【達成度】200.0%）督促を兼ねて、冬季巡回健診の案内、パート先や住民健診等で受診済みの方には結果
報告を依頼。[-] 
アウトカム指標  女性被扶養者受診率向上（【平成29年度末の実績値】19.4％【計画値/実績値】令和2年度：21.8％/24.2％　【達成度】111.0%）被扶養者女性受診率。[-] 

16 事業名

継続

実施状況・時期
 
被扶養者女性受診者数：2,192人、受診率：24.2％
被保険者女性受診者数：485人、受診率：9.3%
被扶養者男性受診者数：25人、受診率：8.6%

成功・推進要因
会場数が多く、対象者が住んでいる近くの公共施設で人間ドック並みの健診を受診することができる。また、令和元年度は節目健診を実施した。（当該年度内に40歳になる被扶養者
の自己負担額を無料）
課題及び阻害要因  健診の重要性の理解不足。隔年受診。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者

球技大会の開催

健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 2 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

実
績 2 実

績 １．健保組合
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者

注2)プロセス分
類

計
画 ス 実施方法 計

画
かぜやインフルエンザが流行する前の10月に家庭用常備薬を価格に応じた点数制で無償配付。かぜやインフ
ルエンザ対策用品の品揃えを多くし他の医薬品に比べ点数を低く抑え選びやすくしている。 予算額 -千円

実
績 ス 実

績
かぜやインフルエンザが流行する前の10月に家庭用常備薬を価格に応じた点数制で無償配付。かぜやインフ
ルエンザ対策用品の品揃えを多くし他の医薬品に比べ点数を低く抑え選びやすくしている。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ス 実施体制 計

画 事業所を通して申込書の配付と取りまとめを行う。 決算額 66,367 千円
実
績 ス 実

績 事業所を通して申込書の配付と取りまとめを行う。
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ４．80%以上
事業目標
かぜやインフルエンザの流行前に予防に関する情報提供も併せて実施。セルフメディケーション・ヘルスリテラシーの向上を目指す。配付した医薬品を使用することで医療機関を受診せず軽症の内に手
当てすることの大切さも啓発。医薬品を希望しない方にも対応できるよう体温計や歩数計などの健康管理用品も含めている。

アウトプット指標
ヘルスリテラシーの向上のための情報提供（【平成29年度末の実績値】1回【計画値/実績値】令和2年度：2回/2回　【達成度】100.0%）申込書配付時に各種情報提供を併せて実施。[-] 
アウトカム指標

セルフメディケーションの向上（【平成29年度末の実績値】68.9％【計画値/実績値】令和2年度：74％/70％　【達成度】94.6%）セルフメディケーションの向上(配付した常備薬を利用したことで医療
機関へ行かなかった割合)をアンケートで調査。[-] 

17 事業名

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）

継続

実施状況・時期  利用者37,321人、利用率96.5%
成功・推進要因  無償で提供し、取りまとめと配付を事業所に依頼している。かぜ・インフルエンザ流行時期に実施するため、対策用品を多く取りそろえる。
課題及び阻害要因  事業所の事務負担がかかっている。配付した薬の効果検証が見えづらい。

73



対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者

各種施設の利用補助

健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 8 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 体育奨励 新規・既存区分 既存

実
績 8 実

績 １．健保組合
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  被保険者

注2)プロセス分
類

計
画 ス 実施方法 計

画 母体である鉄工連合会との共催で、野球大会・卓球大会を実施。 予算額 -千円
実
績 ス 実

績 母体である鉄工連合会との共催で、野球大会・卓球大会を実施。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ス 実施体制 計

画 各地域に設立する鉄工会支部が中心となり、運営は、体育奨励実行委員会で行う。 決算額 - 千円
実
績 ス 実

績 各地域に設立する鉄工会支部が中心となり、運営は、体育奨励実行委員会で行う。
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 １．39%以下
事業目標
加入者の健康増進、体力維持、職場のコミュニケーション活性化。

アウトプット指標  参加人数（【平成29年度末の実績値】11人【計画値/実績値】令和2年度：0人/0人　【達成度】0%）-[-] 
アウトカム指標

参加者の減少。29年度は野球大会が中止となった経緯もあり、母体団体でも事業継続の可否が問われている。また、当組合加入者の参加が少なく、参加による効果検証が不可能であるため。
(アウトカムは設定されていません)

18 事業名
健康課題との関
連

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）

未定

実施状況・時期  なし
成功・推進要因  なし
課題及び阻害要因  なし

該当なし（これまでの経緯等で実施する事業）
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

歯科健診

分類
注1)事業分類 計

画 2 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 体育奨励 新規・既存区分 既存

実
績 2 実

績 １．健保組合
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 ス 実施方法 計

画 東海地方を中心にプールや遊園地、水族館等のレジャー施設と契約し、利用料金の補助を実施。 予算額 -千円
実
績 ス 実

績 東海地方を中心にプールや遊園地、水族館等のレジャー施設と契約し、利用料金の補助を実施。
注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ケ 実施体制 計

画 団体契約をすることで割安な契約料金を引き出すことができ、加入者に有利となっている。 決算額 7 千円
実
績 ケ 実

績 団体契約をすることで割安な契約料金を引き出すことができ、加入者に有利となっている。
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
事業所の親睦や家族との時間を共有し、心身のストレス解消やコミュニケーションを活性化に役立てる。

アウトプット指標  利用者増加のための広報（【平成29年度末の実績値】4回【計画値/実績値】令和2年度：4回/4回　【達成度】100.0%）広報誌や施設からの提供販促物品を用いた広報を行う。[-] 
アウトカム指標

 
レジャーの多様化に伴い、利用者の減少は止まらず。事業継続も検討する時期に来ていると考えているため。
(アウトカムは設定されていません)

19 事業名
健康課題との関
連
分類

継続

実施状況・時期  利用者：75名
成功・推進要因  団体契約料金に対し、100円の補助を行う。ボウリング場、遊園地、水族館、クアハウス等各種施設と契約。
課題及び阻害要因

ボウリングの申し込みは多かったが、レジャーの多様化や以前は400円だった補助額が減額されたこと等により、利用者が減少している施設から契約解除の申出が出始めている。
※新型コロナウイルスの感染拡大のため、外出自粛する人が多かった。

歯科関連疾病の実患者数を見ると、0から12歳が最も高い。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

インフルエンザ予防接種

注1)事業分類 計
画

2,3-エ,4-イ,4-
ウ,4-エ 実施主体 計

画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存
実
績

2, 3-エ, 4-イ, 4-
ウ, 4-エ

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 ウ,ク 実施方法 計

画
他健保と共同して行う「集団健診」、個別に歯科医院を受診する「個別健診」を実施。事業所
で希望する場合は、契約歯科健診機関が事業所を訪問して実施する。 予算額 -千円

実
績 ウ,ク 実

績
他健保と共同して行う「集団健診」、個別に歯科医院を受診する「個別健診」を実施。事業所
で希望する場合は、契約歯科健診機関が事業所を訪問して実施する。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 エ,キ 実施体制 計

画 受診機会の拡大、健診費用を全額補助とすることで、受診しやすい環境を整備。 決算額 3,292 千円
実
績 エ,キ 実

績 受診機会の拡大、健診費用を全額補助とすることで、受診しやすい環境を整備。
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
歯科に関する情報提供を健診案内と同時に実施し、意識・知識の向上と健診受診を促す。歯科関連医療費の抑制を図る。

アウトプット指標  事業所での集団健診件数増加（【平成29年度末の実績値】2社【計画値/実績値】令和2年度：11社/8社　【達成度】72.7%）-[-] 
アウトカム指標

受診人数の増加（【平成29年度末の実績値】539人【計画値/実績値】令和2年度：780人/1,093人　【達成度】140.1%）「集団健診」では、大人には口腔内カメラを使用して自身の状態を認識すること
で関心度を高める。希望者にはフッ素塗布も実施。[-] 

20 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画
1-エ,2,
3-カ 実施主体 計

画 １．健保組合 予算科目 疾病予防 新規・既存区分 既存

継続

実施状況・時期  [集団]：221人、[個別]：32人、[巡回]：840人
成功・推進要因  加入員はそのほとんどが愛知県内に住んでいるため、愛知県内において、集団健診を実施している。どのコースも無料で受けられる。
課題及び阻害要因  巡回による健診と個別健診については、あまり周知されていないため、利用者が少ない。歯科健診の重要性を広報していく必要がある。

被扶養者の医療費で、呼吸器系疾患の医療費が突出して多い。年齢別でみると、0〜6歳でおよそ50%、7~12歳で20%を占める。また、月別で見ると、
10月から上昇し、3月でピークとなる。
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 64 対象者分類  基準該当者

ａｉヘルスアップポイント事業

実
績

1-エ, 2,
3-カ

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  0 〜 64 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 ス 実施方法 計

画
被保険者には契約健診機関が事業所を巡回して接種し、職場離脱時間の抑制と集団感染予防を図る。
また、家族からの感染予防、特に未就学児の呼吸器系疾患医療費が高いため、家族に対しても補助を
実施。

予算額 -千円

実
績 ス 実

績
被保険者には契約健診機関が事業所を巡回して接種し、職場離脱時間の抑制と集団感染予防を図る。
また、家族からの感染予防、特に未就学児の呼吸器系疾患医療費が高いため、家族に対しても補助を
実施。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 コ,ス 実施体制 計

画
健診機関との契約。家族に対しては、健保連愛知連合会と愛知県医師会との共同事業を利用し、対象
者に接種補助券を配付する。 決算額 50,229 千円

実
績 コ,ス 実

績
健診機関との契約。家族に対しては、健保連愛知連合会と愛知県医師会との共同事業を利用し、対象
者に接種補助券を配付する。

実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ５．100%
事業目標
指定機関で実施できない場合は、償還払いを行い接種率の向上を図る。本人の意識・行動変容につながるよう広報も行う。

アウトプット指標  接種率の向上（【平成29年度末の実績値】45.7％【計画値/実績値】令和2年度：50.5％/58.7％　【達成度】116.2%）-[-] 
アウトカム指標

 
ワクチンの流通量やインフルエンザの流行時期等により条件が一定ではなく、また、直接医療費の抑制や罹患率の減少に結び付かないため。
(アウトカムは設定されていません)

21 事業名
健康課題との関
連
分類

継続

実施状況・時期
 
（接種人数）被保険者：23,217人、被扶養者：
11,746人　（全体接種率）：58.7%

成功・推進要因
被保険者は健診機関が事業所に巡回接種を実施するため、利用率が高い。また、被扶養者は特定の医療機関で利用できる補助券を発行して、利便性を向上させている。
課題及び阻害要因  インフルエンザの流行時期やワクチン流通量によって接種率が増減する傾向にある。

該当なし
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対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員

注1)事業分類 計
画

8 実施主体 計
画

１．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 新規

実
績 8 実

績 １．健保組合
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画

ケ,
シ,
ス

実施方法 計
画

組合の重点課題である家族の健診受診率の向上と個人向け健康情報ポータルサイト「Pep Up」の登録促進
を図るため、加入事業所規模ごとで目標値を設定し、目標を達成できた事業所に「aiヘルスアップポイン
ト」を進呈。（家族健診については、受診人数に応じてもポイントを付与する）ポイントは、事務用品や
常備薬と交換できる。

予算額 -千円

実
績

ケ,
シ,
ス

実
績

組合の重点課題である家族の健診受診率の向上と個人向け健康情報ポータルサイト「Pep Up」の登録促進
を図るため、加入事業所規模ごとで目標値を設定し、目標を達成できた事業所に「aiヘルスアップポイン
ト」を進呈。（家族健診については、受診人数に応じてもポイントを付与する）ポイントは、事務用品や
常備薬と交換できる。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画

ア,
ケ 実施体制 計

画 「aiヘルスアップポイント」の仕組みは、(株)あまの創健が運営・管理を行う。 決算額 - 千円
実
績

ア,
ケ

実
績 「aiヘルスアップポイント」の仕組みは、(株)あまの創健が運営・管理を行う。

実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 ２．40%以上
事業目標

継続

実施状況・時期

 

（ポイント付与時期）
「Pep Up」登録率：9月末、翌3月末時点
家族の健診受診率：翌年度6月
「家族も健診GO！プロジェクトⅡ」：9月末、翌3月末時点
健康宣言優秀事業所：2月

成功・推進要因  特になし。
課題及び阻害要因  ポイントを付与しているが、ポイントを利用している事業所が少ない。広報不足が原因であると思われる。

78



健康づくりセミナー

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員,定年退職予定者

家族の健診受診率を向上させることにより、特定健診実施率の目標値達成を目指す。また、「Pep Up」の登録を推進する。

アウトプット指標
健診受診率（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和2年度：81％/79.6％　【達成度】98.3%）特定健診受診率を向上させる。（全体）[特定健診受診率は、実績報告前のため、速報値とす
る。] 
「Pep Up」登録率（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和2年度：25％/14.5％　【達成度】58.0%）ポイントの付与条件となっている「Pep Up」登録率。[-] 
アウトカム指標

 
アウトプットの目標と同様
(アウトカムは設定されていません)

22 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画
2,5-ア,5-イ,5-ウ,5-エ,5-オ,5-カ
,5-キ,5-ク,6 実施主体 計

画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存
実
績

2, 5-ア, 5-イ, 5-ウ, 5-エ, 5-オ, 5
-カ, 5-キ, 5-ク, 6

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  加入者全員,定年退職予定者

注2)プロセス分
類

計
画 シ 実施方法 計

画
事業所の希望に応じて、健康セミナーを実施。（事業所の健康課題やニーズに
より内容を決定）
健康、栄養、禁煙、メンタルヘルスをはじめ、塩分感受性テストや血糖値測定
などの体験型のセミナーも実施している。

予算額 -千円

実
績 シ 実

績
事業所の希望に応じて、健康セミナーを実施。（事業所の健康課題やニーズに
より内容を決定）
健康、栄養、禁煙、メンタルヘルスをはじめ、塩分感受性テストや血糖値測定
などの体験型のセミナーも実施している。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,イ,ウ,カ,キ,ケ,コ 実施体制 計

画
各種セミナーは、主に組合の保健師が実施する。内容に応じて、外部機関（健
診機関や自治体の保健所等）と連携して実施する。 決算額 1,648 千円

働き盛りの40歳代から脳血管疾患、虚血性心疾患の発症が急増する。その疾患の原因となる高血圧については、愛知県との比較においても概ね前年代
で高い傾向がある。また、喫煙率については、60歳を過ぎると急激に低下していくものの、40歳代は高い状況にある。喫煙は、生活習慣病の最大の危
険因子であることから、禁煙に向かう行動変容を促す必要がある。また、肥満（BMI）については、40歳代が高い状況である。
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特定健診データの保険者間の連携

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  加入者全員

実
績 ア,イ,ウ,カ,キ,ケ,コ 実

績
各種セミナーは、主に組合の保健師が実施する。内容に応じて、外部機関（健
診機関や自治体の保健所等）と連携して実施する。

実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 １．39%以下
事業目標
健康セミナーを実施することで、参加者の生活習慣、運動習慣など健康意識を啓発し、生活習慣病を予防する。

アウトプット指標  健康セミナーの開催（【平成29年度末の実績値】11回【計画値/実績値】令和2年度：17回/6回　【達成度】35.3%）健康セミナーの開催状況。[-] 
アウトカム指標

 
事業所が主体的に取り組む必要があり、量より質を重視しているためアウトカムを設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

23 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画 3-ア,8 実施主体 計
画 １．健保組合 予算科目 (予算措置なし) 新規・既存区分 既存(法定)

実
績 3-ア, 8 実

績 １．健保組合
事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  40 〜 74 対象者分類  加入者全員

注2)プロセス分
類

計
画 ス 実施方法 計

画
退職するとき、本人もしくは他の保険者から求められた場合、過去の健診データを提供する。
新規の加入者もしくは他の保険者から提供された加入前の健診データを継続して管理する。 予算額 -千円

実
績 ス 実

績
退職するとき、本人もしくは他の保険者から求められた場合、過去の健診データを提供する。
新規の加入者もしくは他の保険者から提供された加入前の健診データを継続して管理する。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 オ 実施体制 計

画 - 決算額 - 千円

継続

実施状況・時期  実施事業所：6社
成功・推進要因

健康経営に取り組む事業所が増えており、健康教育の一環で実施する事業所が増加した。また、セミナーは、基本的には組合の保健師が担当するため、事業所のニーズに合った内容で
実施できる。
課題及び阻害要因

 
加入事業所ごとで、健康経営に対する考え方の温度差があるため、特定の事業所での実施となってしまう。
※新型コロナウイルスの感染拡大により、企画を中止したり、企画する事業所が減少した。

該当なし
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糖尿病性腎症等の重症化予防

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  基準該当者

実
績 オ 実

績 -
実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 １．39%以下
事業目標
高齢者の医療の確保に関する法律にある保険者間の特定健診等データの移動の運用。

アウトプット指標
データの移動件数（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和2年度：10件/0件　【達成度】0.0%）保険者間の特定健診等データの移動を該当者がいた場合、実施する。[-] 
アウトカム指標

 
数値目標を設定できないため。
(アウトカムは設定されていません)

24 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画
2,3-ア,3-イ,4-オ,4-
カ,5-ア,5-イ,5-ウ,6 実施主体 計

画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 既存
実
績

2, 3-ア, 4-オ, 4-カ, 
5-ア, 5-イ, 5-ウ, 6

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 エ,オ,ク 実施方法 計

画
脳血管疾患、虚血性心疾患の既往者と糖尿病等の重症化予防として、生活習慣改善指導プ
ログラムを主治医と連携して委託先が実施する。また、糖尿病の重症化予防を目的とした
宿泊型保健指導プログラムも加入員に提供する。

予算額 -千円

実
績 エ,オ,ク 実

績
脳血管疾患、虚血性心疾患の既往者と糖尿病等の重症化予防として、生活習慣改善指導プ
ログラムを主治医と連携して委託先が実施する。また、糖尿病の重症化予防を目的とした
宿泊型保健指導プログラムも加入員に提供する。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画 ア,ケ 実施体制 計

画
生活習慣改善指導プログラム：株式会社PREVENTに委託。
宿泊型保健指導プログラム（スマート・ライフ・ステイ）：あいち健康プラザに委託。 決算額 0 千円

継続

実施状況・時期  実施機会なし。
成功・推進要因  特になし。
課題及び阻害要因  特になし。

該当なし
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服薬指導を中心とした健康支援（薬局保健指導）

対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  基準該当者

実
績 ア,ケ 実

績
生活習慣改善指導プログラム：株式会社PREVENTに委託。
宿泊型保健指導プログラム（スマート・ライフ・ステイ）：あいち健康プラザに委託。

実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 １．39%以下
事業目標
脳血管疾患、虚血性心疾患の既往者と糖尿病等の重症化を予防する。（人工透析に移行する患者を減らす）

アウトプット指標
生活習慣改善指導プログラム参加者（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和2年度：10人/0人　【達成度】0.0%）生活習慣改善指導プログラムの参加者。対象者は組合で選定。[-] 
宿泊型保健指導プログラム参加者（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和2年度：30人/0人　【達成度】0.0%）宿泊型保健指導プログラムの参加者。対象者は組合で抽出し、希望者に実施
。[-] 
アウトカム指標

糖尿病予備軍の率（【平成29年度末の実績値】6.2％【計画値/実績値】令和2年度：6.2％/6.1％　【達成度】101.6%）健助プログラムの検査項目間の比較で、HbA1ⅽと空腹時血糖の両方とも予備軍と
なる割合。（小数点第1を四捨五入）[-] 

25 事業名
健康課題との関
連
分類
注1)事業分類 計

画
2,4-ク,
6 実施主体 計

画 １．健保組合 予算科目 保健指導宣伝 新規・既存区分 新規
実
績

2, 4-ク
, 6

実
績 １．健保組合

事業の内容
対象者 計

画
実
績 対象事業所  全て 性別  男女 年齢  16 〜 74 対象者分類  基準該当者

注2)プロセス分
類

計
画 オ,ク 実施方法 計

画
重複（多剤）投与や頻回受診、重複受診が疑われる加入員に対し、薬局の薬剤師による保健指導を実施
する。支援期間は４か月間で初月は対面、２か月目以降は電話による支援となっている。 予算額 -千円

継続

実施状況・時期
 
生活習慣改善指導プログラム：0人
宿泊型保健指導プログラム：0人
※新型コロナウイルスと前年の効果検証のため、実施せず。

成功・推進要因  宿泊型保健指導プログラムは、あいち健康プラザでの宿泊し、糖尿病を予防する食事法や実技などを体験するため申込者が多い。
課題及び阻害要因

 
生活習慣改善指導プログラムは、周知不足であり
事業所における協力も不可欠であると考える。

該当なし

82



実
績 オ,ク 実

績 重複（多剤）投与や頻回受診、重複受診が疑われる加入員に対し、薬局の薬剤師による保健指導を実施
する。支援期間は４か月間で初月は対面、２か月目以降は電話による支援となっている。

注3)ストラクチ
ャー分類

計
画

ウ,キ,
ケ 実施体制 計

画
株式会社薬事政策研究所に委託。保健指導は、株式会社薬事政策研究所と契約した調剤薬局の薬剤師が
実施する。 決算額 0 千円

実
績

ウ,キ,
ケ

実
績

株式会社薬事政策研究所に委託。保健指導は、株式会社薬事政策研究所と契約した調剤薬局の薬剤師が
実施する。

実施計画
(令和2年度)

振り返り

評価 １．39%以下
事業目標
重複（多剤）投与や頻回受診、重複受診が疑われる加入員に保健指導を実施するすることで、医療費の適正化を図る。

アウトプット指標  保健指導プラグラム参加者（【平成29年度末の実績値】-【計画値/実績値】令和2年度：10人/0人　【達成度】0.0%）保健指導プログラムの参加者。対象者は組合で選定。[-] 
アウトカム指標

 
医療機関の受診抑制にもつながりかねないので、プログラムに参加してもらい、意識を啓発することを目的とするため、アウトカムを設定しない。
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報作成又は情報提供でのＩＣＴ活用など）

オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施  キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）
ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他

注３) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築
キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築  ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）
シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

継続

実施状況・時期  令和2年度は、令和元年度の効果検証のため、実施せず。
成功・推進要因  特になし
課題及び阻害要因  認知度が低いため、参加者が少ない。
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